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創生総合戦略二次評価一覧　（平成29年度末）

Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業予算額 （分析・評価） 定量評価 （改善・処置） 目標値 比較値 H27年度 H28年度 H29年度

H27 ・観光3施設は、定期的
に合同打合せ会を実施
し、合同イベントを開
催。
・ハマの駅整備事業
は、建設予定地の不動
産鑑定を実施。

2,484 ・3施設集客のため合同
スタンプラリーを2回開
催。
・ハマの駅整備事業
は、予定どおりの進
捗。

Ｂ ・3施設はより具体的な
検討が必要。
・ハマの駅整備事業
は、国補助事業に関連
しての計画書を作成す
る。

3施設合計売上額が
約33百万円の伸び
を見せており、引
き続いての取組が
期待される。

H28 ・観光3施設は、定期的
に計13回の合同打合せ
会を実施し、合同イベ
ントを開催。
・（仮称）ハマの駅整
備事業は測量・基本設
計実施。用地買収完
了。

17,668 ・行政・民間企業・3施
設の情報共有ができ、
観光振興の基盤の構築
ができた。
・（仮称）ハマの駅整
備事業は、予定どおり
実施。

Ｂ ・3施設は、引き続き、3施設
の合同イベント開催を継続す
るとともに、商品開発への取
組を合同で進める必要があ
る。
・（仮称）ハマの駅は、産地
協議会を母体とした運営委員
会を立ち上げ、オープンに向
けた具体的の検討を推し進め
る。

・3施設合計売上額
が微増しており、
更なる取組強化が
期待される。
・（仮称）ハマの
駅は具体の検討を
進める。

H29 ・観光3施設は、定期的
に計12回の合同打合せ
会を実施し、合同イベ
ントを開催。
・（仮称）ハマの駅
は、建築、外構工事完
成。

259,020 ・行政・民間企業・3施
設の情報共有ができ、
観光振興の基盤の構築
ができた。
・（仮称）ハマの駅
は、はしかみハマの駅
あるでぃ～ばとして竣
工。

Ｂ ・3施設は、引き続き、3施設
の合同イベント開催を継続す
るとともに、商品開発への取
組を合同で進める必要があ
る。
・はしかみハマの駅あるでぃ
～ばは、地域活性化の拠点と
して、観光3施設と連携し、事
業進行に努めて行く必要があ
る。

・3施設合計売上額が
微増しており、更な
る取組強化が期待さ
れる。
・はしかみハマの駅
あるでぃ～ばのオー
プンにより、地域活
性化が期待される。

H27 ・補助金制度につい
て、広報誌とＨＰで周
知している。

0 ・利用実績がない状態
である。

Ｃ ・県との連携事業であ
り、利用促進に向けた
周知方法の検討を進め
ながら実施していく。

・利用促進に向け
た周知方法の検討
が求められる。

H28 ・補助金制度につい
て、広報誌とＨＰで周
知している。

0 ・利用実績がない状態
である。

Ｃ ・青森県特別保証融資制
度は県との連携事業であ
り、利用促進に向けた周
知方法の検討を進めなが
ら実施していく。
・起業家支援の方法につ
いての再検討が必要。

・青森県特別保証
融資制度利用促進
に向けた周知方法
の検討が求められ
る。
・起業家支援の方
法についての再検
討が必要。

H29 ・補助金制度につい
て、広報誌とＨＰで周
知している。

0 ・青森県特別保証融資
制度は、2名の利用実績
があった。
・創業支援は、ワンス
トップ相談窓口の利用
実績が1名あった。

Ｂ 利用促進に向けた周知
方法の検討を進めなが
ら、継続して実施して
いく。

利用促進に向けた
周知方法の検討を
進めながら、継続
して実施してい
く。

H27 ・経営不安定な就農初
期段階の新規就農者に
対する給付金の給付。
・町営牧場の管理運
営。
・水産振興に対する補
助。

9,709 ・新規就農者は2名（夫
婦）確保できた。
・新規漁業就業者の実
績が見られない。

Ｂ ・農畜業は、引続き制
度の周知を図りながら
増加対策を図る。
・水産業は、中長期的
な発展を見据え、取組
内容の見直しを図る。

漁業担い手マッチ
ング事業について
は、平成28年度よ
り取り組む予定で
ある。

H28 ・経営不安定な就農初
期段階の新規就農者に
対する給付金の給付。
・町営牧場の管理運
営。
・水産振興に対する補
助。

13,441 ・新規就農者は2名を確
保できた。
・新規漁業就業者の実
績が見られない。

Ｂ ・農畜業は、引続き制
度の周知を図りながら
増加対策を図る。
・水産業は、中長期的
な発展を見据え、取組
内容の見直しを図る。

・（仮称）ハマの
駅建設を契機とし
て、水産業振興策
と新たな事業を進
めるための再検討
が必要。

H29 ・経営不安定な就農初
期段階の新規就農者に
対する給付金の給付。
・町営牧場の管理運
営。
・水産振興に対する補
助。

12,690 ・新規就農者は2名を確
保できた。
・新規漁業就業者の実
績が見られない。
・海の学校は、悪天の
ため中止となった。

Ｂ ・農畜業は、引続き制
度の周知を図りながら
増加対策を図る。
・水産業は、中長期的
な発展を見据え、取組
内容の見直しを図る

・はしかみハマの
駅あるでぃ～ば
オープンを契機と
して、水産業振興
策と新たな事業を
進めるための再検
討が必要。

基本目標１
地域資源を生かした
活力ある産業・しご
とづくり

起業支援施策2

施策3 産業の担い手の確
保

基本目標１
地域資源を生かした
活力ある産業・しご
とづくり

②「ひと」と「しご
と」のマッチングに
よる働き続けられる
ライフスタイルの実
現

漁業関係者と連携の
もとで、後継者・担
い手のマッチングを
支援します。

多種多様な働き方に
対応するため、国や
県と連携し、町内で
の起業を支援しま
す。

①地域資源を生かし
た既存産業と、新た
な「しごと」による
ライフスタイルの実
現

年度

道の駅はしかみ、
フォレストピア階
上、わっせ交流セン
ター及び（仮称）ハ
マの駅等を活用し、
消費の拡大を図りま
す。

施策 施策名 基本目標 プロジェクト

施策1 観光施設の活用に
よる消費の拡大

基本目標１
地域資源を生かした
活力ある産業・しご
とづくり

①地域資源を生かし
た既存産業と、新た
な「しごと」による
ライフスタイルの実
現

補足コメント
想定される要因

280百万円/
年

275百万円/
年

274百万円/
年

241百万円/
年（H26）

観光施設の
合計売上額
300百万円/
年

2件/年0件/年0件/年実績なし
（H26）

起業件数
3件

0件/年0件/年0件/年実績なし
（H26）

新規漁業就
業者数3件

Ｐ（計画）
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創生総合戦略二次評価一覧　（平成29年度末）

Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業予算額 （分析・評価） 定量評価 （改善・処置） 目標値 比較値 H27年度 H28年度 H29年度
年度施策 施策名 基本目標 プロジェクト

補足コメント
想定される要因

Ｐ（計画）

27人
（H26）

41人 48人 63人

H27 ・町ＰＲ事業、三陸復
興国立公園管理事業、
臥牛山まつり・いちご
煮祭り開催、農家民泊
の受入などを行った。

28,260 ・予定どおり実施。
・民泊者数は、前年度
より減少した。

Ｂ ・今後も効果的な町の
ＰＲ活動を実施してい
く。
・民泊については、新
規受入農家の発掘に努
める。

ガイド団体育成事
業については、参
加農漁家の発掘に
努め、平成28年度
より実施する予定
である。

H28 ・町ＰＲ事業、三陸復
興国立公園管理事業、
臥牛山まつり・いちご
煮祭り開催、農家民泊
の受入、外国人向けモ
ニターツアーなどを
行った。

25,924 ・予定どおり実施。
・臥牛山まつりの入込
者数は減少、いちご煮
祭りの入込客数は増加
した。
・民泊者数は、前年度
より増加した。

Ａ ・引き続き、効果的な
町のＰＲ活動を実施し
ていく。
・引き続き、民泊新規
受入農家の発掘に努め
る。

・ガイド育成講座等
により、ガイド担い
手確保に努める。
・民泊の新規受入先
の発掘。
・三陸復興国立公園
関係の必要に応じた
多言語化。

H29 ・町ＰＲ事業、三陸復
興国立公園管理事業、
臥牛山まつり・いちご
煮祭り開催、農家民泊
の受入、英語ガイドの
養成などを行った。

24,848 ・予定どおり実施。
・臥牛山まつり、いち
ご煮祭りの入込客数は
増加した。
・民泊者数は、前年度
より増加した。

Ａ ・引き続き、効果的な
町のＰＲ活動を実施し
ていく。
・引き続き、民泊新規
受入農家の発掘に努め
る。

・ふるさと納税確保
のためのポータルサ
イトの活用。
・ガイド担い手確保
のためのスキルアッ
プした養成講座の開
講。
・民泊の新規受入先
の発掘。

Ａ

7人 7人

H27

10人
（H26）

9人

・くるみん制度及び在
宅ワークについては、
町ホームページにより
制度の周知に努めた。
・いきいきシルバーバ
ンク運営では、事業内
容の拡大と登録者の拡
充に努めた。

5,100 ・予定どおり実施。高齢
者に対しては、臨時的か
つ短期的な就業を通し
て、生きがいの充実と社
会参加の促進が図られ
た。
・いきいきシルバーバン
ク就業登録者数が15人の
増員となった。

・まちあるき等につい
ては、予定どおり実
施。参加者は増加傾向
である。
・奥尻町訪問し、情報
交換を進めながら、交
流と連携を深めていく
ことを確認した。

・巨木めぐり8回（213人
参加）、まちあるきツ
アー3回（34人参加）、モ
ニターツアー1回（参加者
11人）、どんこ祭り（入
込客数700人）を実施。
・奥尻町長を表敬訪問
し、意見交換を行った。

429

観光客へのおもて
なし環境の整備

基本目標２
新しいひとの流れを
つくる

④山・里・海の
フィールドを生かし
たライフスタイルの
実現

農業や漁業の楽しさ
を体験してもらうグ
リーンツーリズムや
ブルーツーリズムを
推進するとともに、
農山漁村滞在型余暇
活動のための支援を
します。

女性や高齢者も生き
生きと働くことがで
きる環境の整備に取
組みます。

③女性や高齢者が働
きやすいライフスタ
イルの実現

基本目標１
地域資源を生かした
活力ある産業・しご
とづくり

女性と高齢者が生
き生きと働ける環
境の整備

施策4

普段生活している中
では気づかないまち
の良さや特徴を見直
すため、まちの中を
歩きながら地域の資
源や自分たちの幸せ
を再認識する「まち
あるき」に取組みま
す。

・集客のための効果的
なPRを継続しながら、
まちあるきガイドの育
成に努める。

・巨木めぐり8回（213
人参加）、まちあるき
ツアー3回（34人参
加）、モニターツアー1
回（参加者11人）、ど
んこ祭り（入込客数700
人）を実施。

268 ・まちあるき等につい
ては、予定どおり実
施。参加者は増加傾向
である。
・奥尻町訪問は、日程
調整が上手くできず実
現できなかった。

Ｂ

Ａ・くるみん制度及び在
宅ワークについては、
町ホームページにより
制度の周知に努めた。
・いきいきシルバーバ
ンク運営では、事業内
容の拡大と登録者の拡
充に努めた。

5,100

H29

H28

H27

H28

・巨木めぐり9回（131人
参加）、まちあるきツ
アー1回（9人参加）、ま
ちあるき4回（参加者48
人）、どんこ祭り（入込
客数700人）を実施。
・奥尻町とは、次年度の
社会教育関係視察のため
の調整を行った。

・予定どおり実施。高齢
者に対しては、臨時的か
つ短期的な就業を通し
て、生きがいの充実と社
会参加の促進が図られ
た。
・いきいきシルバーバン
ク就業登録者数が7人の増
員となった。

H29

⑤「山・里・海」の
「ひと・もの・こ
と」を生かしたライ
フスタイルの実現

基本目標２
新しいひとの流れを
つくる

地域資源の再認識施策6

施策5

・シルバーバンクにお
いて町から草刈業務を
請け負い、作業を実施
した。

4,500 ・予定どおり実施。臨
時的かつ短期的な就業
を通して、生きがいの
充実と社会参加の促進
が図られた。
・いきいきシルバーバ
ンク就業登録者数が14
人の増員となった。

Ａ ・就業内容の検討及び
登録者数の拡大が求め
られる。

子育てサポート企
業推進事業及び在
宅ワーク支援事業
については、平成
28年度より取り組
む予定である。

・女性に対する事
業については、よ
り効果的な方法等
の検討が必要。
・高齢者に対する
事業については、
引き続き、取組ん
でいく。

・集客のための効果
的なPRを継続しなが
ら、まちあるきガイ
ドの育成に努める。
・奥尻町とは、メ
ニューの検討や情報
交換を進めながら連
携を深めていく。

ガイド団体育成事
業については、社
会教育と連携し、
平成28年度より実
施する予定であ
る。

いきいきシ
ルバーバン
ク登録者数
60人

248 ・まちあるき等について
は、予定どおり実施。浜
方面の新たな観光コンテ
ンツを発掘した。
・次年度に奥尻町を訪問
し、歴史文化の観点から
の情報交換を進めなが
ら、交流と連携を深めて
いく。

Ｂ ・集客のための効果的
なPRを継続しながら、
まちあるきガイドの育
成に努める。
・外郭団体等による奥
尻町視察を検討する。

・くるみん制度及び在
宅ワークについては、
引き続き、制度の周知
に努める。
・高齢者に対する就業
内容の引き続いての検
討及び登録者数の拡大
が求められる。

・くるみん制度及び在
宅ワークについては、
引き続き、制度の周知
に努める。
・高齢者に対する就業
内容の引き続いての検
討及び登録者数の拡大
が求められる。

Ｂ ・集客のための効果的
なPRを継続しながら、
まちあるきガイドの育
成に努める。
・奥尻町とは、メ
ニューの検討や情報交
換を進めながら連携を
深めていく。

子育てサ
ポート認定
企業数3件

実績なし
（H26）

2件 0件
（計2件）

0件
（計2件）

・女性に対する事
業については、よ
り効果的な方法等
の検討が必要。
・高齢者に対する
事業については、
引き続き、取組ん
でいく。

民泊者数70
人/年

53人/年
（H26）

29人/年 41人/年 66人/年

まちあるき
ガイド数14
人

・集客のための効果
的なPRを継続しなが
ら、新たなまちある
きコースの策定とガ
イドの育成に努め
る。
・文化財審議会によ
る奥尻町視察を実施
する。

まちあるき
参加者数50
人/年

実績なし
（H26）

45人/年 40人/年 48人/年

2/43



創生総合戦略二次評価一覧　（平成29年度末）

Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業予算額 （分析・評価） 定量評価 （改善・処置） 目標値 比較値 H27年度 H28年度 H29年度
年度施策 施策名 基本目標 プロジェクト

補足コメント
想定される要因

Ｐ（計画）

H27 ・ふるさとはしかみ会
への補助と同会主催の
いちご煮祭りin東京へ
の参加。

80 ・予定どおり実施。在
京者との親睦を深める
とともに、ふるさと納
税の拡大につながっ
た。

Ｂ ・同会事務局との一層
の連携強化に努める。

企業・就職の情報
発信事業について
は、平成28年度よ
り実施予定であ
る。

H28 ・ふるさとはしかみ会
への補助と同会主催の
いちご煮祭りin東京へ
の参加。
・町ホームページにハ
ローワークインター
ネットサービスへのリ
ンクを設定した。

80 ・いちご煮祭りin東京へ
の参加により、在京者と
の親睦を深めるととも
に、ふるさと納税の拡大
につながった。
・町ホームページへのハ
ローワークインターネッ
トサービスのリンク設定
により情報提供に努め
た。

Ｂ ・ふるさとはしかみ会
との一層の連携強化に
努めるとともに、事業
の検討を行う。
・求人情報提供の発信
強化を検討する。

・いちご煮祭りin
東京の事業の在り
方の検討。
・移住・ＵＩター
ン向けの情報提供
や相談サポート体
制の検討。

H29 ・ふるさとはしかみ会への補
助と同会主催のいちご煮祭り
in東京への参加。
・町ホームページにハロー
ワークインターネットサービ
スへのリンクの設定及び八戸
都市圏ジョブ市場の運用を開
始した。

89 ・いちご煮祭りin東京への参加に
より、在京者との親睦を深めると
ともに、ふるさと納税の確保につ
ながった。
・・町ホームページにハローワー
クインターネットサービスへのリ
ンクの設定及び八戸都市圏ジョブ
市場の運用開始により情報提供に
努めた。

Ｂ ・ふるさとはしかみ会
との一層の連携強化に
努めるとともに、事業
の検討を行う。
・求人情報提供の発信
強化を検討する。

・ふるさとはしか
み会との新たな連
携の検討。
・移住・ＵＩター
ン向けの情報提供
や相談サポート体
制の検討。

H27 「出会いは階上町！バ
スツアー」（町のパ
ワースポットめぐり、
交流会）を2回（11/3、
11/29）開催した。

2,357 対象者を20～49歳、県
内・岩手在住・勤務者
とし、計81人の参加者
があった。

Ｂ 実行委員会を組織する
など、住民目線の企
画・運営事業として検
討する。

・出会いサポート
支援事業について
は、平成28年度よ
り実施予定であ
る。

H28 町民による実行委員会
を組織し、地域の未婚
者を応援するイベント
を2回（10/2、12/11）
実施した。

300 対象者を20～45歳、階
上町を好きな人とし、
募集定員の計60人に対
し、出会いの場の提供
ができた。

Ａ 継続するとともに、よ
り効果的な事業展開を
検討する。

平成29年度も事業
継続とする。

H29 町民による実行委員会
を組織し、地域の未婚
者を応援するイベント
を3回（8/20、10/1、
12/10）実施した。

300 イベントを3回実施し、
計48人に対し、出会い
の場の提供ができた。

Ａ 継続するとともに、よ
り効果的な事業展開を
検討する。

平成30年度も事業
継続とする。

H27 妊婦・乳幼児健診、予
防接種、児童手当の支
給、保育料軽減、特別
保育、子ども等医療費
助成などの各種事業を
実施。

731,132 ・予定どおり実施。
・出生数は、前年度よ
りわずかに減少（△4
人）した。

Ａ ・継続して実施する。 各種制度活用につ
いての周知徹底を
図るとともに、着
実な事業の実施を
行う。

H28 妊婦・乳幼児健診、予
防接種、児童手当の支
給、保育料軽減、特別
保育、子ども等医療費
助成などの各種事業を
実施。

758,075 ・予定どおり実施。
・出生数は、前年度よ
りわずかに減少（△2
人）した。

Ａ ・継続して実施する。 各種制度活用につ
いての周知徹底を
図るとともに、着
実な事業の実施と
支援の充実を図
る。

H29 妊婦・乳幼児健診、予
防接種、児童手当の支
給、保育料軽減、特別
保育、子ども等医療費
助成などの各種事業を
実施。

773,103 ・予定どおり実施。
・出生数は、前年度よ
り減少（△12人）し
た。

Ａ ・継続して実施する。 各種制度活用につ
いての周知徹底を
図るとともに、着
実な事業の実施と
支援の充実を図
る。

75人/年 63人/年77人/年

結婚・出産の希望を
かなえるため、男女
の出会いの場を創出
します。

移住・ＵＩターン向
けに情報提供や相談
サポートを実施し、
首都圏からの移住や
地方や首都圏の大学
に進学した学生のＵ
Ｉターンを促進しま
す。

施策8 結婚・出産・子育
てに対する意識啓
発

基本目標３
結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

⑦家族との豊かな暮
らしを実感できるラ
イフスタイルの実現

施策7 移住・ＵＩターン
の促進

基本目標２
新しいひとの流れを
つくる

⑥移住・ＵＩターン
を促進するライフス
タイルの実現

出生数現状
維持

81人/年
（H26）

施策9 安心して産み育て
られる環境の整備

基本目標３
結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

⑧安心して子どもを
産み育てられるライ
フスタイルの実現

出産に対して、産
前・産後のサポート
による安心して産め
る環境に取組みま
す。

移住者及び
ＵＩターン
者数3人

実績なし
（H26）

0人 0人 0人

婚姻件数70
件/年

67件/年
（H26）

71件/年 57件/年 63件/年
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創生総合戦略二次評価一覧　（平成29年度末）

Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業予算額 （分析・評価） 定量評価 （改善・処置） 目標値 比較値 H27年度 H28年度 H29年度
年度施策 施策名 基本目標 プロジェクト

補足コメント
想定される要因

Ｐ（計画）

H27 ・スクールバス運行事
業、就学援助事業、特別
支援教育支援員・語学指
導外国青年・理科・観察
実験アシスタントの配
置、放課後子ども教室推
進事業、社会教育活動事
業、奨学資金貸与事業等
を実施。

216,136 ・予定どおり実施。 Ｂ ・各種制度についての
周知徹底を図るととも
に、着実な事業の実施
を行う。

基礎学力向上事業
については、平成
28年度より実施予
定である。

H28 ・スクールバス運行事
業、就学援助事業、特別
支援教育支援員・語学指
導外国青年・理科・観察
実験アシスタントの配
置、放課後子ども教室推
進事業、社会教育活動事
業、奨学資金貸与事業等
を実施。

210,916 ・予定どおり実施。
・基礎学力向上事業に
ついて、平成29年度実
施に向けて検討を行っ
た。

Ｂ ・各種制度についての
周知徹底を図るととも
に、着実な事業の実施
を行う。

基礎学力向上事業
については、平成
29年度より実施す
る。

H29 ・スクールバス運行事業、就
学援助事業、特別支援教育支
援員・語学指導外国青年・理
科・観察実験アシスタントの
配置、放課後子ども教室推進
事業、社会教育活動事業、基
礎学力向上事業、奨学資金貸
与事業等を実施。

222,331 ・予定どおり実施。
・奨学特待生制度につ
いて、平成30年度実施
に向けて検討を行っ
た。

Ａ ・各種制度についての
周知徹底を図るととも
に、着実な事業の実施
を行う。

奨学生特待制度に
ついては、平成30
年度より実施す
る。

H27 ・「海の学校」を開
催。

52 ・予定どおり実施。39
人が参加し、町水産業
のPR、参加した子ども
たちへ階上町の海に対
する関心を植え付ける
ことができた。

Ａ ・既存のものより達成
感・協同性のあるプロ
グラムへ改良するとと
もに、中長期的な視野
に立ち、将来の水産業
の担い手を確保するた
めの取組内容へと発展
させる。

既存のものより達成
感・協同性のあるプ
ログラムへ改良する
とともに、中長期的
な視野に立ち、将来
の水産業の担い手を
確保するための取組
内容へと発展させ
る。

H28 ・「海の学校」を開
催。

41 ・予定どおり実施。23
人（前年度比△16人）
が参加し、町水産業の
PR、参加した子どもた
ちへ階上町の海に対す
る関心を植え付けるこ
とができた。

Ｂ ・既存のものより達成
感・協同性のあるプロ
グラムへ改良するとと
もに、中長期的な視野
に立ち、将来の水産業
の担い手を確保するた
めの取組内容へと発展
させる。

関係機関等との連携をよ
り密にし、既存のものよ
り達成感・協同性のある
プログラムへ改良すると
ともに、中長期的な視野
に立ち、将来の水産業の
担い手を確保するための
取組内容へと発展させ
る。

H29 ・「海の学校」の開催
を予定していたが、悪
天侯（台風）のため中
止。

12 ・悪天中止。 Ｃ ・開催回数等も含め、既
存のものより達成感・協
同性のあるプログラムへ
改良するとともに、中長
期的な視野に立ち、将来
の水産業の担い手を確保
するための取組内容へと
発展させる。

関係機関等との連携をよ
り密にし、開催回数等も
含め、既存のものより達
成感・協同性のあるプロ
グラムへ改良するととも
に、中長期的な視野に立
ち、将来の水産業の担い
手を確保するための取組
内容へと発展させる。

H27 ・路線バス赤字路線へ
の運行費補助。
・コミュニティバスの
運行。

27,253 ・予定どおり実施。路
線バスの運行維持が図
られている。
・コミュニティバスの
有料利用者数は、前年
度より減少（△300人）
している。

Ｂ ・利用促進策の構築及
び利用しやすい運行体
制への見直し。

事業者との連携の
もと、町民の移動
ニーズにあった路
線バスやコミュニ
ティバス等の利便
性の向上を目指
す。

H28 ・路線バス赤字路線へ
の運行費補助。
・コミュニティバスの
運行。

25,769 ・予定どおり実施。路
線バスの運行維持が図
られている。
・コミュニティバスの
有料利用者数は、前年
度より減少（△376人）
している。

Ｂ 平成28年度に策定した
階上町地域公共交通網
形成計画に基づき、コ
ミュニティバス運行計
画を策定した。

・平成29年4月1日
より、コミュニ
ティバスの日曜運
行・平日増便運行
の2年間試行運行を
行う。

H29 ・路線バス赤字路線へ
の運行費補助。
・コミュニティバス
は、2年間の日曜運行・
平日増便の試行運行を
開始。

42,306 ・予定どおり実施。路
線バスの運行維持が図
られている。
・コミュニティバスの
有料利用者数は、前年
度より減少（△351人）
している。

Ｂ 公共交通の利用促進策
として、公共交通ガイ
ドを作成し、配布し
た。また、コミュニ
ティバスの試行運行の
評価検証のためのアン
ケート調査を実施し
た。

・コミュニティバ
スの平成30年度の
運行見直しに向け
た検討を行う。

全国学力・
学習状況調
査正答率
国語
A79.4％、
国語
B51.0％、
数学
A67.4％、
数学
B59.8％

国語
A77.9％、
国語
B45.3％、
数学
A66.1％、
数学
B56.5％
（H26）

国語Ａ
75.0％、
国語Ｂ
64.0％、
数学Ａ
60.6％、
数学Ｂ
34.6％

国語Ａ
75.％、
国語Ｂ
62.6％、
数学Ａ
62.5％、
数学Ｂ
40.8％

国語Ａ
77％、
国語Ｂ
70％、
数学Ａ
70％、
数学Ｂ
48％

18,316人/
年

自然豊かな本町の特
色を生かし、自然体
験を通じた環境教育
を促進します。

⑧安心して子どもを
産み育てられるライ
フスタイルの実現

施策10 教育環境の充実 基本目標３
結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

⑧安心して子どもを
産み育てられるライ
フスタイルの実現

小中学校において学
習の高度化や学生生
活の充実、心身の成
長などを図るため、
教育環境の充実に取
組みます。

施策12 公共交通の充実 基本目標４
住み続けたいまちを
かたちづくる

⑨公共交通の強化に
よるライフスタイル
の実現

事業者との連携のも
と、町民の移動ニー
ズにあった路線バス
やコミュニティバス
等の利便性の向上を
図ります。

施策11 自然の中で学ぶプ
ログラムの推進

基本目標３
結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

海の学校参
加者数100
人/年

47人/年
（H26）

39人/年 23人/年 0人/年

コミュニ
ティバスの
有料利用者
数20,000人
/年

19,343人/
年（H26）

19,043人/
年

18,667人/
年
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創生総合戦略二次評価一覧　（平成29年度末）

Ｄ Ｃ Ａ 重要業績評価指標

（実施・行動） 事業予算額 （分析・評価） 定量評価 （改善・処置） 目標値 比較値 H27年度 H28年度 H29年度
年度施策 施策名 基本目標 プロジェクト

補足コメント
想定される要因

Ｐ（計画）

18.4％
(H26）

地域防災
リーダー数
19人

実績なし
（H26）

19人 5人
（計24人）

0人
（計24人）

186,476

H27 ・八戸広域市町村圏事
務組合負担金、定住自
立圏構想負担金、図書
管理システム管理事業
を実施。

299,899 ・予定どおり実施。
・定住自立圏における
連携事業については、
引続き検討していく。

Ａ ・広域及び定住自立圏
については、引続き実
施。
・既存の図書管理シス
テムは、ＷＥＢ検索機
能を追加する。

継続しながら、引
続き検討してい
く。

H28 ・八戸広域市町村圏事
務組合負担金、定住自
立圏構想負担金、図書
管理システム管理事業
を実施。

307,885 ・予定どおり実施。
・定住自立圏で培った
連携を更に進化させ、
八戸圏域連携中枢都市
圏を形成した。

Ａ ・八戸圏域連携中枢都
市圏ビジョン（連携す
る取組23施策、64事
業）によりを策定し、
平成29年度より取り組
んでいく。

八戸圏域連携中枢
都市圏ビジョン
（連携する取組23
施策、64事業）に
より、平成29年度
より取り組んでい
く。

H29 ・八戸広域市町村圏事
務組合負担金、連携中
枢都市圏連携事業負担
金、図書管理システム
管理事業を実施。

314,142 ・予定どおり実施。
・連携中枢都市圏連携
事業は、23施策62事業
に取組んだ。

Ａ ・連携中枢都市圏連携
事業の新規連携事業等
の検討を行い、取組を
推進していく。

次年度の八戸圏域
連携中枢都市圏事
業は、23施策、73
事業により取り組
んでいく。

・引き続き、多方面で
の連携、病態別に特化
した事業企画、受診の
個別勧奨等を実施す
る。

H29 ・健康五つ星を掲げ、
健康づくりを支援。三
種の神器事業、健診受
診ＰＲ活動、健康教室
の開催、健康づくり団
体の支援、子育て応
援・虫歯ゼロプロジェ
クトなどを実施。

43,001 ・予定どおり実施。
・食生活の改善、三種
の神器事業による生活
改善、運動継続の取組
や、特定健診受診率の
増などが図られた。

Ｂ

Ｂ

・引き続き、多方面で
の連携と病態別に特化
した事業企画を行い、
疾病の重症化予防と、
がん検診の周知を実施
し重点的に受診率向上
のための個別勧奨等を
実施する。

・予定どおり実施した
が、利用されなかった支
援事業があった。
・消防団員数は、減少傾
向（前年度比△1人）であ
る。
・地域防災リーダー（防
災士）の配備は、思うよ
うにできなかった。

・住まい、暮らし、防
災関連等35事業を実
施。

144,988 ・予定どおり実施した
が、利用されなかった
支援事業があった。
・消防団員数は、減少
傾向である。
・地域防災リーダー
（防災士）は、全19地
域に配備できた。

⑩安心して住み続け
られるライフスタイ
ルの実現

・健康五つ星を掲げ、
健康宣言を実施。健診
受診ＰＲ活動、健康教
室の開催と健康づくり
団体の支援、子育て応
援・虫歯ゼロプロジェ
クトなどを実施。

46,446 ・予定どおり実施。
・町民の自発的な運動
取組の実施や、婦人が
ん受診者の増、乳幼児
フッ素塗布事業による
実施者の増などが図ら
れた。

47,177・八戸学院大学・八戸
学院短期大学連携事
業、健康づくり事業、
住民健診事業、自殺対
策緊急強化事業、健康
寿命延伸事業を実施。

「自分たちの健康は
自分たちで守り育て
る」を基本に、町民
が健康づくりや生活
習慣病予防に取組む
ことができる環境の
整備を進めます。

212,585・住まい、暮らし、防
災関連等37事業を実
施。

H27

H28

施策15 広域連携の推進 基本目標４
住み続けたいまちを
かたちづくる

⑩安心して住み続け
られるライフスタイ
ルの実現

関係市町村と相互に
連携・協力し、本町
の課題と圏域全体の
活性化に取組みま
す。

施策14

H29

安全・安心なまち
づくり

基本目標４
住み続けたいまちを
かたちづくる

⑩安心して住み続け
られるライフスタイ
ルの実現

自助・共助のもと、
住民活動による災害
に強いまちづくりを
進めます。

H27

H28

基本目標４
住み続けたいまちを
かたちづくる

健康づくりの推進施策13 ・予定どおり実施。
・特定健診、がん検
診、乳がん検診の受診
率が、前年度より増加
した。

Ｂ ・引続き継続実施す
る。
・町民が健康づくりや
生活習慣病予防に取組
むことができる環境整
備を推進する。

町民への周知徹底
を図るとともに、
重点的な取組を行
うなど、健康づく
りや生活習慣病予
防に取組むことが
できる環境整備を
目指す。

地域住民の安心と
安全を守る消防団
員の確保策につい
て講じる。

・平成29年度を健
康元年と位置付
け、元気はつらつ
健康な町をスロー
ガンに健康のまち
づくりに取り組
む。

・引き続き、健康
のまちづくりに取
り組む。

大腸がん検
診受診率
30.0%

20.7％
(H26）

22.0% 12.5% 11.2%

・住まい、暮らし、防
災関連等36事業を実
施。

Ｂ・予定どおり実施した
が、利用されなかった支
援事業があった。
・消防団員数は、減少傾
向（前年度比△2人）であ
る。
・地域防災リーダー（防
災士）の配備は、思うよ
うにできなかった。

・周知方法の検討を行
いながら、事業の更な
るＰＲに努め、地域の
活性化と安心・安全な
まちづくりを推進す
る。

・地域住民の安心と
安全を守る消防団員
と地域防災リーダー
（防災士）の確保策
について講じる。
・次年度において、
空き家等調査及び空
き家計画策定を行
う。

消防団団員
数170人

155人
（H26）

150人 149人 147人

地域住民の安心と
安全を守る消防団
員と地域防災リー
ダー（防災士）の
確保策について講
じる。

・周知方法の検討を行
いながら、事業の更な
るＰＲに努め、地域の
活性化と安心・安全な
まちづくりを推進す
る。

Ｂ

Ｂ ・周知方法の検討を行
いながら、事業の更な
るＰＲに努め、地域の
活性化と安心・安全な
まちづくりを推進す
る。

八戸圏域定
住自立圏
（連携中枢
都市圏）に
おける連携
事業数33事
業

30事業
（H26）

30事業 31事業 62事業

10.9% 11.2%

特定健診受
診率40.0%

32.2％
(H26）

32.8% 39.2% 42.9%

胃がん検診
受診率
30.0%

19.0%
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策１）：観光施設の活用による消費の拡大）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

定期的（毎月1回）に打
合せ会を実施。

定期的（毎月1回）に計
12回の打合せ会を実
施。

3施設合同イベントとし
て、スタンプラリーを2
回実施

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

引き続き、それぞれの
施設の特徴を生かした
取組みと合同イベント
の開催、巡回できる集
客への取組みを検討し
ていく必要がある。

H28

定期的（毎月1回）に打
合せ会を実施。

定期的（毎月1回）に計
13回の打合せ会を実
施。

行政・民間企業・3施設
の情報共有ができ、観
光振興の基盤の構築が
できた。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

引き続き、3施設の合同
イベント開催を継続す
るとともに、商品開発
への取組を合同で進め
る必要がある。

H29

定期的（毎月1回）に打
合せ会を実施。

定期的（毎月1回）に計
12回の打合せ会を実
施。

行政・民間企業・３施
設の情報共有ができ、
観光振興の基盤の構築
ができた Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

3施設協同事業について
話し合い30年度に実施
する。

H27

ハマの駅に係る費用対
効果分析委託発注。建
設予定地の不動産鑑定
委託発注。

委託発注により、施設
の費用対効果及び用地
単価が判然とした。

予定どおり実施。国補
助事業に関連して提出
すべきデータを取得で
きた。用地買収に必要
な参考価格が判然とし
た。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

国補助事業に関連して
提出すべき計画書の作
成。
産地協議会と連携し、
運営方法の具体を検討
する。

H28

建設予定地の測量設
計・基本設計委託発
注。建設予定地用地買
収。

測量・基本設計実施。
用地買収完了。

予定どおり実施。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

産地協議会を母体とし
た運営委員会を立ち上
げ、オープンに向けた
具体的な方策の検討を
推し進める。

H29

ハマの駅 実施設計及び
建設工事発注。

実施設計委託。
建築・外溝工事完成。

予定どおり実施。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

施設管理運営内容の検
討。

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

1

1

1 144 観光施設魅力向上事業
◇観光3施設による定例打合せ会を開催。
◇定期的に観光3施設合同のイベントを開催。

産業振興課 △継続

年度 基本目標 プロジェクト

195 ハマの駅整備・活用事業

H27～H31

◇産地水産業強化のため「ハマの駅」の整備を
促進。
◆ハマの駅を活用し、町民の所得及び雇用、地
場産品消費を拡大。
◆漁業者の相談窓口や研修等を行う。

産業振興課 ■新規 H27～H31 1
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策２：起業支援）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

県が行う融資制度のう
ち創業に対する者に県
と連携して保証料を補
助。

補助金制度について広
報誌とHPで周知。

利用申し込みがない状
況。

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

県との連携事業であ
り、継続して実施して
いく。

H28

県が行う融資制度のう
ち創業に対する者に県
と連携して保証料を補
助。

補助金制度について広
報誌とHPで周知。

利用申し込みがない状
況。

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

県との連携事業であ
り、継続して実施して
いく。

H29

県が行う融資制度のう
ち創業に対する者に県
と連携して保証料を補
助。

補助金制度について広
報誌とHPで周知。

利用実績2件
男性1件・女性1件

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

県との連携事業であ
り、今後も継続して実
施していく。

H27

H28

ワンストップ相談窓口
を設置し、創業希望者
に対する伴走型の支援
を実施。

八戸学院大学との打ち
合わせを実施。

起業家にとり、もっと
効果的な支援の仕方を
考えた方が良い。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

補助内容の再構築が必
要である。

H29

ワンストップ相談窓口
を設置し、創業希望者
に対する伴走型の支援
を実施。

ワンストップ相談窓口
の実績1件。

ワンストップ相談窓口
の実績1件あるが、今後
も相談に対応しつつ、
起業しやすい環境を整
える必要あり。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ

ワンストップ窓口につ
いては今後も継続。起
業家養成講座受講料に
ついては効果は薄いと
いう声もあったので実
施していない。

2

2

年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

1 143 県・市町村融資制度連携補助補助金

◇県が行う「青森県特別保証融資制度」のうち
創業に対するものに、県と連携して保証料を補
助。
◇青森県未来を変える挑戦資金特別保証融資制
度要綱に基づく融資を受けている者に対し、当
該融資に係る保証料の補給。
◇創業後１年未満であるもの
◇融資額が1,000万円以内

産業振興課 △継続 H27～H31

1 193 起業支援事業
◆起業促進を図るため、相談窓口を開設。
◆町内で起業する者に八戸学院大学で行ってい
る起業家養成講座への参加費用を補助。

産業振興課 ■新規 H28～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策３：産業の担い手の確保）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

経営の不安定な就農初
期段階の新規就農者へ
の給付金を給付し、新
規就農者の確保及び育
成を図る。

新規就農者や経営継承をす
るにあたり、技術の習得や
所得の確保等が課題となる
中、給付金を給付し、就農
者への支援を行った。

予定どおり実施。給付
希望者に対して、関係
機関が連携し効果的に
給付するとともに、新
規就農者２名（夫婦）
を確保できた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

今後も、就農開始間もない経
営の不安定な青年就農者への
支援を行うことにより、地域
の中心的な農業の担い手を増
やし、集落・地域が抱える人
と農地の問題の解決を加速し
ていく。

H28

経営の不安定な就農初
期段階の新規就農者へ
の給付金を給付し、新
規就農者の確保及び育
成を図る。

新規就農者や経営継承をす
るにあたり、技術の習得や
所得の確保等が課題となる
中、給付金を給付し、就農
者への支援を行った。

予定どおり実施。給付
希望者に対して、関係
機関が連携し効果的に
給付するとともに、新
規就農者２名を確保で
きた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

今後も、就農開始間もない経
営の不安定な青年就農者への
支援を行うことにより、地域
の中心的な農業の担い手を増
やし、集落・地域が抱える人
と農地の問題の解決を加速し
ていく。

H29

経営の不安定な就農初
期段階の新規就農者へ
の給付金を給付し、新
規就農者の確保及び育
成を図る。

新規就農者や経営継承をす
るにあたり、技術の習得や
所得の確保等が課題となる
中、給付金を給付し、就農
者への支援を行った。

予定どおり実施。給付
希望者に対して、関係
機関が連携し効果的に
給付するとともに、新
規就農者２名を確保で
きた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

今後も、就農開始間もない経営の不
安定な青年就農者への支援を行うこ
とにより、地域の中心的な農業の担
い手を増やし、集落・地域が抱える
人と農地の問題の解決を加速してい
きます。

H27

地球温暖化防止や生物
多様性保全などの取組
を行う農業者に対し支
援を実施

農業者が集まる機会を
利用し制度のＰＲを
行った。

要望が無く事業実施に
至らなかった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

分かりやすい資料を作
成するなどＰＲの仕方
を工夫する必要があ
る。

H28

地球温暖化防止や生物
多様性保全などの取組
を行う農業者に対し支
援を実施

農業者が集まる機会を
利用し事業の必要性や
制度のＰＲを行った。

要望が無く事業実施に
至らなかった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

分かりやすい資料を作
成するなどＰＲの仕方
を工夫する必要があ
る。

H29

地球温暖化防止や生物
多様性保全などの取組
を行う農業者に対し支
援を実施

農業者が集まる機会を
利用し事業の必要性や
制度のＰＲを行った。

要望が無く事業実施に
至らなかった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

分かりやすい資料を作
成するなどＰＲの仕方
を工夫する必要があ
る。

H27

町営放牧場の管理・運
営。
放牧場の看視等を放牧
場利用者任意組織へ委
託。

町営放牧場の管理・運
営。
放牧場の看視等を階上
和牛研究会へ委託。

予定とおり実施。
飼養農家の負担の軽
減。肉用牛の成長促
進。利用頭数の増加。 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

肉用牛に限らず、乳牛飼養
農家にも町内外を問わず、
利用を呼びかけ、放牧頭数
を増やす。羊放牧は、受入
体制を含め整理する。

H28

町営放牧場の管理・運
営。
放牧場の看視等を放牧
場利用者任意組織へ委
託。

町営放牧場の管理・運
営。
放牧場の看視等を階上
和牛研究会へ委託。

予定とおり実施。
飼養農家の負担の軽
減。肉用牛の成長促
進。利用頭数の微減。 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

肉用牛に限らず、乳牛
飼養農家にも町内外を
問わず、利用を呼びか
け、放牧頭数を増や
す。

H29

町営放牧場の管理・運
営。
放牧場の看視等を放牧
場利用者任意組織へ委
託。

町営放牧場の管理・運
営。
放牧場の看視等を階上
和牛研究会へ委託。

予定とおり実施。
飼養農家の負担の軽
減。肉用牛の成長促
進。利用頭数の増加。 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

肉用牛に限らず、乳牛
飼養農家など町内外を
問わず、利用を呼びか
け、放牧頭数を増や
す。

H27

水産振興対策に対する
補助。「海の学校」開
催。漁業者を対象とし
た講習会等の開催。

種苗放流へ対する補助
2,000千円。「海の学
校」を開催し39名が参
加。

漁業者を対象とした講
習会等の開催ができな
かった。その他は予定
どおり。地域資源の安
定化と町水産業のPRが
できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

中長期的な町水産業の発展を
見据え、取組内容の見直し
（部会及び青森県栽培漁業振
興協会との組織化も含め、稚
貝等放流から他振興事業の検
討）を図る必要がある。

H28

水産振興対策に対する
補助。「海の学校」開
催。漁業者を対象とし
た講習会等の開催。

種苗放流へ対する補助
1,000千円。「海の学
校」を開催し23名が参
加。

漁業者を対象とした講
習会等の開催ができな
かった。その他は予定
どおり。地域資源の安
定化と町水産業のPRが
できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

（仮）ハマの駅建設を
契機として、水産業の
振興策を再検討し、新
たな事業を進める。

H29

「海の学校」開催。漁
業者を対象とした講習
会等の開催。

海の学校は悪天中止と
なった。
漁業者らを対象とした
視察研修を企画したが
参加者が募らず未実施
となった。

海の学校は悪天中止の
ため未実施となった。
視察研修についても未
実施となった。 Ａ Ｃ Ａ Ｃ Ａ

海の学校は、開催時期・開催回数に
ついて検討が必要である。
視察研修は、研修先の日程等が近々
でないと判明しなことが、参加者が
募らない原因となった。研修内容の
見直しが必要である。

3

3

3

3

年度 基本目標 プロジェクト 施策

2

2

1 2

1 2

NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

1

1

42 環境保全型農業直接支援事業
◇地球温暖化防止、生物多様性保全等に効果の
高い営農活動に取り組む農業者に交付金を交
付。

産業振興課 △継続 H27～H31

41 青年就農給付事業

◇人・農地プランに位置付けられた新規就農者
に、就農直後（5年以内）の所得を確保する給付
金を給付。
◇原則45歳未満の新規就農者が対象。

産業振興課 △継続 H27～H31

46 水産振興事業費補助金
◇水産振興を図るための補助金。
◇町水産振興協議会分への補助金。

産業振興課 △継続 H27～H31

45 放牧場管理運営事業
◇町営放牧場の管理・運営に係る経費。
◇放牧場の看視等を放牧場利用者任意組織へ委
託。

産業振興課 △継続 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策３：産業の担い手の確保）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

H28は実施するアンケー
ト内容の整理、H29はア
ンケートを実施し、方
法・事務手続の整理を
行う。

H28

漁業者に対し「マッチング
の必要性」「就業希望する
者について漁業経験の有無
を問うか」等のアンケート
内容を整理。（漁協と協
同）

漁業者に対し「マッチング
の必要性」「就業希望する
者について漁業経験の有無
を問うか」等のアンケート
内容を整理。（漁協と協
同）

アンケートの骨子が出
来上がった。

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

骨子は出来上がってい
るが、漁業の特殊性と
実態を加味したアン
ケート内容に修正する
必要がある。

H29

漁業者を対象としたア
ンケートを実施し、
マッチングの方法や必
要な事務手続きを整理
する。（漁協と協同）

漁業者に対し「マッチングの必要
性」「就業希望する者について漁業
経験の有無を問うか」等、アンケー
トを実施。
マッチング方法等については、未だ
整理ができていない。

アンケートは予定どお
り実施したが、アン
ケート結果の集計及び
その後の取組について
は未実施となった。

Ａ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ

早急にアンケートの集
計とその後の取組を実
施する必要がある。

31 296 漁業担い手マッチング事業
◆漁業に就業したい若者と地元の担い手・後継
者を必要とする漁業者とのマッチングを支援。
◆漁業の情報を提供。

産業振興課 ■新規 H28～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策４：女性と高齢者が生き生きと働ける環境の整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

H28

子育てサポート企業
（くるみん認定）につ
いての周知を図る。

町ホームページへの掲
載により、制度の周知
に努めた。

予定どおり実施し、制
度の周知に努めた。

Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ

引き続き、制度の周知
に努める。

H29

子育てサポート企業
（くるみん認定）につ
いての周知を図る。

制度の周知のため、町
ホームページへ内容を
掲載している。

予定どおり実施し、制
度の周知に努めた。

Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ

引き続き、制度の周知
に努める。

H27

H28

在宅ワーク事業の情報
提供の発信強化を図
る。

町ホームページに在宅
ワークに関する総合支
援サイトへのリンクを
設定した。

予定どおり実施した。
町ホームページへのリ
ンク設定により、情報
提供に努めた。 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

在宅ワーク事業の情報
提供の発信強化を検討
する。

H29

在宅ワーク事業の情報
提供の発信強化を図
る。

町ホームページに在宅
ワークに関する総合支
援サイトへのリンクを
設定している。

予定どおり実施した。
町ホームページへのリ
ンク設定により、情報
提供に努めた。 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

在宅ワーク事業の情報
提供の発信強化を検討
する。

H27

・復興国立公園内道路
維持業務
（草刈り業務）

町から草刈り業務を請
負。草刈り機安全講習
会等を行い、階上岳登
山道の草刈り作業を実
施。

計画より早めに実施完了し
た。臨時的かつ短期的な就
労を通して、生きがいの充
実と社会参加の促進が図ら
れた。録者H26/27人⇒
H27/41名）

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

草刈り作業のほか、就
業内容の検討。登録者
の拡大。

H28

・復興国立公園内道路維持
業務
（草刈り業務）
・介護認定の一人暮らしの
高齢者（草取り業務）

町から草刈り業務を請負。
草刈り機安全講習会等を行
い、階上岳登山道の草刈り
作業を実施した他、一人暮
らし高齢者世帯の草とりを
実施した。

契約期間内で予定通り完了
した。臨時的かつ短期的な
就労を通して、生きがいの
充実と社会参加の促進が図
られた。(登録者H27/41人
⇒H28/48名）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

登録者の実働可能な就
業内容の検討。登録者
の拡大。

H29

・復興国立公園内道路維持
業務
（草刈り業務）
・介護認定の一人暮らしの
高齢者
（草取り、草刈り業務）

町から草刈り業務を請負。草
刈り機安全講習会等を行い、
階上岳登山道の草刈り作業を
実施した。実施日数/作業人
数：42日/のべ601人
他、一人暮らし高齢者世帯の
草刈りを3件実施した。

契約期間内で予定通り完了
した。臨時的かつ短期的な
就労を通して、生きがいの
充実と社会参加の促進が図
られた。(登録者H28/48人
⇒H29/63人）

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

登録者の実働可能な就
業内容の検討。登録者
の拡大。

4

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

4

4

◎拡充 H27～H31

94 在宅ワーク支援事業
◆在宅ワーク希望者に対して、相談窓口の開設
や求人情報などを提供。

総合政策課 ■新規 H28～H31

1

年度 基本目標 プロジェクト

1 3

3

1 3

91 子育てサポート企業推進事業
◆女性の働く環境を整えるため、「子育てサ
ポート企業」(くるみん認定）を推進する。

総合政策課 ■新規 H28～H31

100 いきいきシルバーバンク推進事業（社会福祉協議会補助金）

◇町社会福祉協議会でいきいきシルバーバンク
を運営。
◆いきいきシルバーバンクの事業内容の拡大と
登録者の拡充。

健康福祉課
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策５：観光客へのおもてなし整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

町ＰＲのため、ふるさ
と納税者への記念品贈
呈などの各種事業を行
う。

巡回バスの運行、ポス
ター作製、ふるさと納
税者への記念品贈呈に
より、まちＰＲが図ら
れた。

予定どおり実施。町の
知名度アップや納税額
の増収が図られた。ま
た町内観光地の移動手
段が確保された。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

巡回バスの運行は平成
27年度で終了。特産品
のラインナップを増や
し、さらなる納税者数
の増加を目指す。

H28

・ふるさと納税者への
記念品購入
・町ＰＲ動画作成

町ＰＲ動画の作製やふ
るさと納税者への記念
品贈呈により、町ＰＲ
が図られた。

予定どおり実施。町の
知名度アップや納税額
の確保が図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

町ＰＲ動画製作は平成
28年度で終了。特産品
のラインナップを検討
し、さらなる納税者数
の増加を目指す。

H29

・ふるさと納税者への
記念品購入
・階上町「くらしのガ
イドブック」一部修
正・増刷業務

・ふるさと納税者への記念品
贈呈及び暮らしのガイドブッ
ク配布により、町ＰＲが図ら
れた。
・ふるさと納税受納推進のた
め、ポータルサイト活用の検
討を行った。

・予定どおり実施。町
の知名度アップや納税
額の確保が図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

翌年度より、ふるさと
納税確保のためのポー
タルサイト活用を行
う。

H27

町観光協会が実施する
事業への補助金

新聞広告6回、バス内広
告1件の実施や観光関係
団体事業へ参加による
PRを実施した。

広告の実施などにより
町や町のイベント・三
陸復興国立公園のPRを
行え、観光客入込数の
増へ繋がった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

今後も効果的な広告の
実施や各種観光事業へ
参加し、PR活動を実施
していくとともに、観
光協会のあり方も検討
する。

H28

町観光協会が実施する
事業への補助金

新聞広告4回、バス内広
告2件の実施や観光関係
団体事業の後援や参加
によるPRを実施した。

広告の実施などにより
町や町のイベント・三
陸復興国立公園のPRを
行え、観光客入込数の
増へ繋がった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

今後も効果的な広告の
実施や各種観光事業へ
参加し、PR活動を実施
していくとともに、観
光協会のあり方も検討
する。

H29

町観光協会が実施する
事業への補助金

新聞広告4回、バス内広
告3件の実施や観光関係
団体事業の後援や参加
によるPRを実施した。

広告の実施などにより
町や町のイベント・三
陸復興国立公園のPRを
行えた。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

今後も効果的な広告の
実施や各種観光事業へ
参加し、PR活動を実施
していく。

H27

階上岳・海岸一斉清掃
実施、業者委託による
草刈作業。
おもてなし連絡会の充
実。

一斉清掃は町民ボランティア
で700人参加。業者委託分は
定期的に草刈作業を実施。
可能なおもてなしを考え実行
するように意識付けをした。

清掃・草刈り作業の
他、人に対してのおも
てなしを考えるきっか
けを作ることができ
た。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現内容により当面継続
とする。

H28

階上岳・海岸一斉清掃
実施、業者委託による
草刈作業。
おもてなし連絡会の充
実。

一斉清掃は町民ボランティア
で800人参加。業者委託分は
定期的に草刈作業を実施。
可能なおもてなしを考え実行
するように意識付けをした。

官民一体となった活動
作業であり、トレイル
利用者に対してのおも
てなしを考えるきっか
けを作ることができ
た。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現内容により当面継続
とする。

H29

階上岳・海岸一斉清掃
実施、業者委託による
草刈作業。
おもてなし連絡会の充
実。

一斉清掃は町民ボランティア
で500人参加。業者委託分は
定期的に草刈作業を実施。
可能なおもてなしを考え実行
するように意識付けをした。

官民一体となった活動作業
であり、トレイル利用者に
対してのおもてなしを考え
るきっかけを作ることがで
きた。植生調査により管理
の情報を得ることができ
た。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現内容により当面継続
とする。植生調査結果
については今後有効利
用するように計画す
る。

H27

はしかみ臥牛山まつり
（6月）及びはしかみい
ちご煮祭り（7月）に対
する実行委員会への補
助

実行委員会への補助に
よる2つの祭りが開催さ
れた。入込客数は臥牛
山まつり4,000人、いち
ご煮祭り41,000人。

予定通り実施。産業振
興と地域活性化に繋
がった。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

内容の検討（改変）を
行い、補助金の額を下
げていく。

H28

はしかみ臥牛山まつり
（6月）及びはしかみい
ちご煮祭り（7月）に対
する実行委員会への補
助

実行委員会への補助に
よる2つの祭りが開催さ
れた。入込客数は臥牛
山まつり6,100人、いち
ご煮祭り41,500人。

予定通り実施。産業振
興と地域活性化に繋
がった。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

検討した内容（補助金
額の見直し等）を、次
年度より実施する。

H29

はしかみ臥牛山まつり
（6月）及びはしかみい
ちご煮祭り（7月）に対
する実行委員会への補
助

実行委員会への補助に
よる2つの祭りが開催さ
れた。入込客数は臥牛
山まつり3,800人、いち
ご煮祭り42,000人。

予定通り実施。産業振
興と地域活性化に繋
がった。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

内容の検討を行い、補
助金の額を下げてい
く。

5

5

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

5

5

84 三陸復興国立公園管理事業 ◇三陸復興国立公園の維持管理。 産業振興課 △継続 H27～H31

83 観光協会補助金 ◇町観光協会が実施する事業への補助金。 産業振興課

年度 基本目標 プロジェクト

2 4

2 4

2 4

80 町ＰＲ事業
◇町のイメージアップに係る経費。
◇八戸学院大学・八戸学院短期大学と一部連
携。

総合政策課 △継続 H27～H31

2 497 イベント事業

◇臥牛山まつり・いちご煮祭り開催に係る経
費。
◆歌手等によるショー型イベントから所得向上
のための地場産品販売・PR型イベントへの見直
し。

産業振興課 ◎拡充 H27～H31

△継続 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策５：観光客へのおもてなし整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度 基本目標 プロジェクト

H27

H28

新たな人材の発掘をし
ていく。

外国人向けモニターツ
アーを実施。英会話ク
ラブ3名がガイドを希
望。

ガイド希望者3名確保。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

今後売り込み隊主催
で、ガイド育成講座を
開講し、ガイド担い手
を確保する。

H29

新たなガイドの育成。 階上売り込み隊主催で
ガイド養成講座を計4回
開催。
英語ガイドの養成も実
施。（1回）

英語ガイドのスキル
アップができた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

今後もステップアップ
した養成講座を開講
し、ガイド担い手を確
保する。

H27

農家民泊の受入と新規
受入農家の発掘。

修学旅行は3校（21
人）、一般客は2件（8
人）の受入を実施。

修学旅行の受入は予定
通り実施できたが、新
規受入農家を発掘でき
なかった。 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ

修学旅行生の受入に対
応できるように新規受
入農漁家の発掘と観光
客の取り込み。独自事
業の実施。

H28

農家民泊の受入と新規
受入農家の発掘。
独自事業の実施。

修学旅行受入
3校37名
一般客2件2名
自主活動体験会11名参
加

修学旅行の受入は予定
通り実施できたが、新
規受入農家を発掘でき
なかった。 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ

修学旅行生の受入に対
応できるように新規受
入農漁家の発掘と観光
客の取り込み。独自事
業の実施。

H29

農家民泊の受入と新規
受入農家の発掘。
独自事業の実施。

修学旅行受入
5校46名
一般客4件20名

修学旅行の受入は予定
通り実施できたが、新
規受入農家を発掘でき
なかった。 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ａ

修学旅行生の受入に対
応できるように新規受
入農家の発掘。独自事
業は日程が合わず開催
できなかった。

H27

公園内公衆トイレ（大
開平、廿一平、しるし
平）の管理

衛生を保ったトイレを
利用者へ提供した。

大開平休憩所トイレ及
びしるし平トイレ冬期
管理は登山者に協力し
てもらうことができ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

管理に関しては現状維
持でよい。
必要に応じて多言語化
の整備。

H28

公園内公衆トイレ（大開
平、廿一平、しるし平）の
管理
階上岳しるし平トイレ整備
の準備交付金申請準備

衛生を保ったトイレを
利用者へ提供した。

大開平休憩所トイレ及
びしるし平トイレ冬期
管理は登山者に協力し
てもらうことができ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

管理に関しては現状維
持でよい。
必要に応じて多言語化
の整備。

H29

公園内公衆トイレ（大開
平、廿一平、しるし平）の
管理
階上岳しるし平トイレ整備
交付金申請

衛生を保ったトイレを
利用者へ提供した。
しるし平トイレ改修を
行った。

大開平休憩所トイレ及
びしるし平トイレ冬期
管理は登山者に協力し
てもらうことができ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

管理に関しては現状維
持でよい。
必要に応じて多言語化
の整備。

5

5

52 4

2 4

2 4

108 公衆トイレ整備事業

◇三陸復興国立公園内の小舟渡海岸廿一平と階
上岳大開平に公衆トイレを整備。
◆三陸復興国立公園内やみちのく潮風トレイル
コース等に公衆トイレを整備。

産業振興課 ■新規 H28～H31

産業振興課 ◎拡充 H27～H31

107 グリーンツーリズム・ブルーツーリズム

◇グリーンツーリズム型の民泊として、修学旅
行生等を受入れ。
◆民宿や民泊に滞在して、農山漁村生活や農林
漁業体験を通じ地域の人々と交流したり、川や
海、田園景観など、風景を楽しむ余暇活動を展
開。
◆ブルーツーリズムを展開。

産業振興課 ◎拡充 H27～H31

105 ガイド団体育成事業 ◆まちあるきガイド団体及び人材の育成。
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策６：地域資源の再確認）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

北海道奥尻町との交流
推進の機運を高めるた
め、同町を訪問する。

日程調整がうまくでき
ず、訪問できなかっ
た。

日程調整がうまくでき
ず、実施できなかっ
た。

Ａ Ｂ Ａ Ｃ Ｂ

次年度の訪問を実現
し、産業物品の交流や
児童・生徒の郷土芸能
交流など可能性を探
る。

H28

北海道奥尻町との交流
推進の機運を高めるた
め、同町を訪問する。

奥尻町長を表敬訪問
し、意見交換を行っ
た。

予定どおり実施し、今
後は、情報交換を進め
ながら、交流と連携を
深めていくことを確認
した。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

メニューの検討や情報
交換を進めながら、交
流と連携を深めてい
く。

H29

北海道奥尻町との交流
推進の機運を高めるた
め、同町を訪問する。

・日程調整がうまくで
きず、訪問できなかっ
た。
・次年度の連携につい
ての打合せを行った。

・日程調整がうまくで
きず、実施できなかっ
た。
・次年度の連携予定を
確認した。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

庁内での交流のあり方
を再検討し、情報交換
を進めながら、交流と
連携を深めていく。

H27

巨木めぐりと、まちあ
るきツアー、どんこ祭
りの実施。

巨木めぐりを8回（参加者
213人）、まちあるきツ
アーを3回（参加者34
人）、どんこ祭り（入込客
700人）を実施した。

予定通り実施でき、町
のPRが効果的にでき
た。好評により参加者
数等が増えている。 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

PR事業を継続して実施
しながら、未開拓の
ルート等の掘り起こし
が必要である。

H28

巨木めぐりと、まちあ
るきツアー、どんこ祭
りの充実と未開拓ルー
トの掘り起こし。

巨木めぐりを8回（参加者
213人）、まちあるきツ
アーを3回（参加者40
人）、どんこ祭り（入込客
700人）を実施した。

予定通り実施でき、町
のPRが効果的にでき
た。好評により参加者
数等が増えている。 Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

ガイドの養成が早急に
必要である。

H29

巨木めぐりと、まちあ
るきツアー、どんこ祭
りの充実と未開拓ルー
トの掘り起こし。

巨木めぐりを9回（参加者
131人）、まちあるきツ
アーを1回（参加者9人）、
どんこ祭り（入込客700
人）を実施した。

予定通り実施でき、町
のPRが効果的にでき
た。好評により巨木め
ぐり件数が増加し、リ
ピーターも増加してい
る。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

ガイド養成講座を計4回
開催したが、今後もス
テップアップした講座
の開催が必要である。

H27

まちあるきの実施及び
まちあるきコースの商
品化に向けモニターツ
アーの実施。

モニターツアー1回（参
加者11人）、まちある
き3回（参加者82人）を
実施。

予定どおり実施。参加
者は増加傾向へ繋がっ
ている。

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

集客のための効果的な
PRが必要。№105のガイ
ド育成も並行して行う
必要がある。

H28

まちあるきの企画及び
実施。

まちあるき3回（参加者
40名）を実施。

予定通りに実施。昨年
度より参加者は減少し
ているが、まちあるき
に関しての問い合わせ
が増加している。

Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

まちあるきの回数や集
客数増加のためにも集
客に向けた効果的なＰ
Ｒが必要。各観光団体
のＨＰや広報誌等での
ＰＲを実施していく。

H29

新たなまちあるきコー
ス設定に向けた調査。

浜方面に新たな観光コ
ンテンツを発掘。今後
ハマの駅「あるでぃ～
ば」を発着点とした
コースを策定する。

まちあるきは計3回実施
し、48名の参加があっ
た。まちあるきパンフ
レットも作成し県内全
域周知ができた。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

来年度新たなコースを
策定し、参加者増加を
目指す。

年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

6

6

6

5

2 5

82 観光ＰＲ事業

81 北海道奥尻町交流事業
◇階上町とゆかりの深い北海道奥尻町と、防
災・産業・教育・文化等の連携を目指し交流を
推進。

総合政策課 △継続 H27～H31

◇観光資源の掘り起こしとそのＰＲを展開。 産業振興課 △継続 H27～H31 2

106 観光資源再発見「まちあるき」の企画・実施

◇町の良さや資源を再発見することを目的に散
策する「まちあるき」の企画・実施。
◆現在のまちあるき2コースに加え、新たなコー
スを設定。

産業振興課 ◎拡充 H27～H31 2 5
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策７：移住・ＵＩターンの促進）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

いちご煮祭りin東京へ
の参加

いちご煮祭りin東京へ
の参加
ふるさと納税の拡大と
在京者との友好拡大

予定通り実施。
在京者との親睦を深め
るとともに、特産品の
PR、ふるさと納税の拡
大につながった。

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

事務局との連携を更に
密にし、意思疎通を図
る必要性がある。
いちご煮祭りin東京に
ついて、新たな形を検
討する。

H28

いちご煮祭りin東京へ
の参加

いちご煮祭りin東京へ
の参加

予定通り実施。
在京者との親睦を深め
るとともに、特産品の
PR、ふるさと納税の拡
大につながった。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

事務局との連携を更に
密にし、意思疎通を図
る必要性がある。いち
ご煮祭りin東京につい
ては、見直しを検討し
ている。

H29

いちご煮祭りin東京へ
の参加

いちご煮祭りin東京へ
の参加

予定どおり実施。
在京者との親睦を深め
るとともに、特産品の
PRやふるさと納税に対
する周知の拡大につな
がった。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

事務局との連携を更に密に
し、意思疎通を図る必要性
がある。いちご煮祭りin東
京の開催方法については、
平成29年度から見直しを
行った。

H27

H28

求人情報提供の発信強
化を図る。

町ホームページにハ
ローワークインター
ネットサービスへのリ
ンクを設定した。

予定どおり実施した。
町ホームページへのリ
ンクの設定により、情
報提供に努めた。 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

求人情報提供の発信強
化を検討する。

H29

求人情報提供の発信強
化を図る。

・町ホームページにハローワークイ
ンターネットサービスへのリンクを
設定している。
・平成29年度より八戸圏域連携中枢
都市圏事業として、八戸都市圏ジョ
ブ市場の運用を開始した。

・町ホームページへの
リンクの設定及び八戸
都市圏ジョブ市場の運
用により、情報提供に
努めた。

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

引き続き、求人情報提
供の発信強化に努めて
いく。

7

7

基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

2 6

2 692 企業・就職の情報発信事業
◆UIターンを促進するため、地方や首都圏の大
学に進学した学生向けに町内の企業・就職に関
する情報を発信。

総合政策課 ■新規 H28～H31

年度

79 ふるさとはしかみ会補助事業
◇ふるさとはしかみ会の運営に係る経費の一部
を補助。
◇会員の募集や町の情報の発信を行う。

総務課 △継続 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在）
（施策８：結婚・出産・子育てに対する意識啓発）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

未婚者に出会いの場を
提供する。

委託事業として、「出会いは
階上町！バスツアー」（町の
パワースポットめぐり、交流
会）を2回（11/3、11/29）開
催した。

対象者を20～49歳、県
内・岩手在住・勤務者
とし、計81人の参加者
があった。 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

実行委員会を組織する
など、住民目線の企
画・運営事業として県
トス得る。

H28

町民による実行委員会
を組織し、地域の未婚
者を応援するイベント
等を企画・運営する。

実行委員会の企画運営
によるイベントを2回実
施し、計60名が参加し
た。

予定どおり実施した。
計60名に対し、出会い
の場の提供ができた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

引き続き継続する。よ
り効果的な事業展開を
検討する。

H29

町民による実行委員会
を組織し、地域の未婚
者を応援するイベント
等を企画・運営する。

実行委員会の企画運営
によるイベントを3回
（8/20、10/1、12/10）
実施した。

出会いサポート事業実
行委員会会議を13回行
い、イベントを3回開催
した。計48人に出会い
の場を提供した。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

引き続き継続する。よ
り効果的な事業展開を
検討する。

8

基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

3 7

年度

87 出会いサポート支援事業
◆結婚のきっかけとするため、未婚者に出会い
の場を提供。
◆あおもり出合いサポートセンターを活用。

総合政策課 ■新規 H28～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策９：安心して産み育てられる環境の整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

14回分の健康診査及び4回分
の超音波検査、子宮頸がん検
診、HTLV-1抗体検査、性器ク
ラミジア検査を公費で受けら
れる受診券を交付。

母子健康手帳交付時に受診
券を交付している。県外で
出産する妊婦に対しては、
限度額内で償還払いをして
いる。

受診券を交付された妊婦全て
が、受診券を利用して妊婦健
診を受診している。安全で安
心な出産を迎えるために、事
業の継続は必要である。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

乳児死亡０の継続。未
熟児出生率の減少のた
め、定期的受診と健康
管理を勧める。

H28

14回分の健康診査及び4回
分の超音波検査、子宮頸が
ん検診、HTLV-2抗体検査、
性器クラミジア検査を公費
で受けられる受診券を交
付。

母子健康手帳交付時に受診
券を交付している。県外で
出産する妊婦に対しては、
限度額内で償還払いをして
いる。

受診券を交付された妊婦全
てが、受診券を利用して妊
婦健診を受診している。安
全で安心な出産を迎えるた
めに、事業の継続は必要で
ある。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

受診券を交付された妊婦全
てが、受診券を利用して妊
婦健診を受診している。安
全で安心な出産を迎えるた
めに、事業の継続は必要で
ある。

H29

14回分の健康診査及び4回
分の超音波検査、子宮頸が
ん検診、HTLV-1抗体検査、
性器クラミジア検査を公費
で受けられる受診券を交
付。

母子健康手帳交付時に
受診券交付し、受診券
未使用分を償還払い。
受診実人員118名､延べ
892名

受診券を交付された妊婦全
てが、受診券を利用して妊
婦健診を受診している。安
全で安心な出産を迎えるた
めに、事業の継続は必要で
ある。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

乳児死亡０は継続。低出生
体重児減少のため、食生
活、禁煙・受動喫煙防止に
関する支援を充実させる。

H27

国保加入者が出産した
とき、出産育児一時金
として42万円を、医療
機関へ直接支払いによ
り支給。

13件544万円支給した。 妊婦やその家族が出産
費用については、不安
なく出産できる。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

申請率100%であり、今
後も他課や係と連携す
ると共に制度活用につ
いて周知徹底を図る。

H28

国保加入者が出産した
とき、出産育児一時金
として43万円を、医療
機関へ直接支払いによ
り支給。

12件501万円支給した。 妊婦やその家族が出産
費用については、不安
なく出産できる。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

申請率101%であり、今
後も他課や係と連携す
ると共に制度活用につ
いて周知徹底を図る。

H29

国保加入者が出産した
とき、出産育児一時金
として42万円を、医療
機関へ直接支払いによ
り支給。

10件420万円支給した。 妊婦やその家族が出産
費用については、不安
なく出産できる。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

今後も本制度について
周知徹底を図る。

H27

ハートフルプラザはし
かみにおいて、集団健
診を実施する。

受診率95％以上の維持
を目標とし、乳児健診
は94.9%、1.6健診は
98.9%、3健診は98.6%。

概ね受診率の維持がで
きた。子育てや健康に
関する相談機会として
も積極的に活用されて
いる。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

受診率の向上と未受診
者の健康状態の把握。
また、発育発達を促す
支援により予防効果を
促進する。

H28

ハートフルプラザはし
かみにおいて、集団健
診を実施する。

受診率の維持。配布資
料や展示の工夫、試食
提供を行い普及啓発の
具体化に取り組んだ。

概ね受診率は維持でき
た。食生活改善の保護
者の興味関心が高まっ
た。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

受診後継続フォローを
要するケースが増えて
おり、専門性の高い相
談支援が必要とされて
きている。

H29

ハートフルプラザはし
かみにおいて、集団健
診を実施する。

12回実施(乳児74
名,91.4%　1.6歳77
名,98.7%　3歳99
名,103.1%)。 事後指導
の専門性の向上。

概ね受診率は維持でき
た。臨床心理士、言語
聴覚士等専門職の確保
ができた。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

・効果的な事後指導の
実施
・受診者数の減少によ
る実施方法の検討

H27

児童手当の支給 児童手当を支給し、児
童の健全な育成及び資
質の向上に資した。

予定どおり実施。児童
を養育する家庭の経済
的助成となり、生活の
安定につながった。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

適切な事業の実施

H28

児童手当の支給 児童手当を支給し、児
童の健全な育成及び資
質の向上に資した。

予定どおり実施。児童
を養育する家庭の経済
的助成となり、生活の
安定につながった。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

適切な事業の実施

H29

児童手当の支給 児童手当を支給し、児
童の健全な育成及び資
質の向上に資した。実
支給児童数1,652人

予定どおり実施。
児童を養育する家庭の
経済的助成となり、生
活の安定につながっ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

適切な事業の実施

9

9

9

9

年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

3 8

9 出産育児一時金
◇国民健康保険加入者が出産したとき、出産育
児一時金として42万円を原則、医療機関への直
接支払いにより支給。

健康福祉課 △継続 H27～H31

8 妊婦健診検査事業 ◇医療機関で行う妊婦健診の費用を助成。 健康福祉課 △継続 H27～H31

3 8

8

11 児童手当

◇3才未満は月額1万5千円、3才以上小学校終了
前の第1子・2子は月額1 万円、第3子以降は月額
1万5千円、中学生は月額1万円を支給。
◇所得制限以上の者は児童一人につき月額5千円
を支給。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3 8

10 乳幼児健診検査事業 ◇乳児、1歳6か月児、3歳児の健康診査を実施。 健康福祉課 △継続 H27～H31 3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策９：安心して産み育てられる環境の整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

保育料の軽減 保育料階層の細分化及
び中間層の利用料を軽
減することにより、保
育所等利用者の負担を
軽減。

保育料階層の細分化及
び中間層の利用料の軽
減を予定どおり実施
し、保育所等利用者の
負担を軽減した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

国基準等の改正による
保育料額変更の周知

H28

保育料の軽減 保育料階層の細分化及
び中間層の利用料を軽
減することにより、保
育所等利用者の負担を
軽減。

保育料階層の細分化及
び中間層の利用料の軽
減を予定どおり実施
し、保育所等利用者の
負担を軽減した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

国基準等の改正による
保育料額変更の周知

H29

保育料の軽減 保育料階層の細分化及
び中間層の利用料を軽
減することにより、保
育所等利用者の負担を
軽減。
入所児童数440人

保育料階層の細分化及
び中間層の利用料の軽
減を予定どおり実施
し、保育所等利用者の
負担を軽減した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

国基準等の改正による
保育料額変更の周知。

H27

延長保育の実施 前年度に引き続き開所
時間を延長して保育を
実施。

予定通り実施。
開所時間を延長するこ
とにより、安心して子
育てができる環境を整
備した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

着実な事業の実施

H28

延長保育の実施 開所時間を延長して保
育を実施。

予定通り実施。
開所時間を延長するこ
とにより、安心して子
育てができる環境を整
備した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

着実な事業の実施。
延長時間の拡充につい
ての検討。

H29

延長保育の実施 開所時間を延長して保育を
実施。
前後30分：3施設
後2時間：1施設
延べ利用者数：
前10,446名、
後9,828名

予定どおり実施。
開所時間を延長するこ
とにより、安心して子
育てができる環境を整
備した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

着実な事業の実施。
延長時間の拡充につい
ての検討。

H27

障害児保育の実施 石鉢保育園・小久保保
育園・田面木保育園に
委託し障害児保育を実
施。

保育士を加配して障害
児保育を実施すること
により、きめ細やかな
保育の提供が可能と
なった。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

翌年度就学を控えた障
害を持つ児童の放課後
の居場所についての検
討

H28

障害児保育の実施 道仏保育園に委託し、
障害児保育を実施。

保育士を加配して障害
児保育を実施すること
により、きめ細やかな
保育の提供が可能と
なった。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

翌年度就学を控えた障
害を持つ児童の放課後
の居場所についての検
討

H29

障害児保育の実施 石鉢保育園、道仏保育
園に委託し、障害児保
育を実施。
利用児童数4名。

保育士を加配して障害
児保育を実施すること
により、きめ細やかな
保育の提供が可能と
なった。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

翌年度就学を控えた障
害を持つ児童の放課後
の居場所についての検
討。

H27

認定こども園等におけ
る幼稚園型一時預かり
の実施

一時預かりを利用する
児童のいる施設に委託
し、保育時間を確保し
た。

町内施設は未実施。近
隣市町村所在の施設に
おいて保育を実施。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

町内の認定こども園に
おける継続的な事業の
実施

H28

認定こども園等におけ
る幼稚園型一時預かり
の実施

一時預かりを利用する
児童のいる施設に委託
し、保育時間を確保し
た。

町内施設は未実施。近
隣市町村所在の施設に
おいて保育を実施。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

町内の認定こども園に
おける継続的な事業の
実施

H29

認定こども園等におけ
る幼稚園型一時預かり
の実施

一時預かりを利用する
児童のいる施設に委託
し、保育時間を確保し
た。
町内3、市内1施設
延べ利用者3,275名

町内認定こども園及び
近隣市町村所在の施設
において保育を実施。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

町内の認定こども園に
おける継続的な事業の
実施

9

9

9

9

8

13 延長保育事業（特別保育事業）
◇町内の石鉢保育園、はまゆり保育園、階上保
育園、道仏保育園で延長保育を実施。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3 8

12 保育料軽減事業
◇保育料基準額を軽減し、子育て世帯の経済的
負担を軽減。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3

8

15 一時預かり事業（特別保育事業）
◇認定こども園の教育時間を利用している児童
を対象に、一時預かりを実施。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3 8

14 障害児保育事業（特別保育事業）
◇町内の障がいを持つ子どもが、教育・保育施
設を利用する場合、障がい児保育を実施。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策９：安心して産み育てられる環境の整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

現物給付の運用 保護者の経済的負担軽
減

保護者の負担軽減が図
られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

現状維持

H28

・現物給付の継続
・受給資格証更新手続
の自動更新

・保護者の経済的負担
の軽減
・受給資格証更新手続
の自動更新による手続
の負担軽減

予定どおり実施。
保護者の経済的負担の
軽減と受給資格証更新
手続の自動更新による
手続の負担軽減が図ら
れた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

受給資格証自動更新の
手続が未済の方へ申請
勧奨

H29

現物給付による事業 ・保護者の経済的負担
の軽減
・受給資格証更新手続
の自動更新による手続
の負担軽減
・対象者は、356人

予定どおり実施。
保護者の経済的負担の
軽減と受給資格証更新
手続の自動更新による
手続の負担軽減が図ら
れた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

現状維持

H27

8月から事業開始 保護者の経済的負担軽
減

予定通り実施。
保護者の負担が軽減さ
れ喜ばれた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

現状維持

H28

・現物給付の継続
・受給資格証更新手続
の自動更新

・保護者の経済的負担
の軽減
・受給資格証更新手続
の自動更新による手続
の負担軽減

予定どおり実施。
保護者の経済的負担の
軽減と受給資格証更新
手続の自動更新による
手続の負担軽減が図ら
れた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

受給資格証自動更新の
手続が未済の方へ申請
勧奨

H29

現物給付による事業 ・保護者の経済的負担
の軽減
・受給資格証更新手続
の自動更新による手続
の負担軽減
・対象者は、452人

予定どおり実施。
保護者の経済的負担の
軽減と受給資格証更新
手続の自動更新による
手続の負担軽減が図ら
れた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

現状維持

H27

ひとり親家庭等医療費
の適切な給付

医療費を助成すること
で、ひとり親家庭等の
負担を軽減できた。

予定どおり実施。児童の医
療費について現物給付とな
り、計算ミスや父又は母の
経済的負担が軽減した。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

適切な事業の実施

H28

ひとり親家庭等医療費
の適切な給付

医療費を助成すること
で、ひとり親家庭等の
負担を軽減できた。

予定どおり実施。児童
の医療費について現物
給付となり、計算ミス
や父又は母の経済的負
担が軽減した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

適切な事業の実施

H29

ひとり親家庭等医療費
の適切な給付

医療費を助成すること
で、ひとり親家庭等の
負担を軽減できた。
給付対象者423人

予定どおり実施。
児童の医療費について
現物給付となり、計算
ミスや父又は母の経済
的負担が軽減した。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

適切な事業の実施

H27

育成医療の助成を行な
う。

申請受付、支給決定
し、医療を現物給付す
ることで、医療機関等
での本人自己負担を軽
減することができた。

医療を給付すること
で、障害を軽減し、日
常生活を容易に過ごす
ことができるように
なった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

対象者への制度の周知
を行なう。

H28

育成医療の助成を行な
う。

申請受付、支給決定
し、医療を現物給付す
ることで、医療機関等
での本人自己負担を軽
減することができた。

医療を給付すること
で、障害を軽減し、日
常生活を容易に過ごす
ことができるように
なった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

対象者への制度の周知
を行なう。

H29

育成医療の助成を行な
う。

申請受付、支給決定
し、医療を現物給付す
ることで、医療機関等
での本人自己負担を軽
減することができた。
給付者数4人。

医療を給付すること
で、障害を軽減し、日
常生活を容易に過ごす
ことができるように
なった。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

対象者への制度の周知
を行なう。

9

9

9

98

17 子ども医療費助成事業

◇中学生以下の子どもが、医療機関で受診した
場合、保険診療の自己負担分を公費で負担。
◇医療費については、県内の医療機関において
現物給付で助成。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3 8

16 乳幼児等医療費助成事業

◇0歳から6歳児の乳幼児が、医療機関で受診し
た場合、保険診療の自己負担分を公費で負担。
◇医療費については、県内の医療機関において
現物給付で助成。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3

8

19 育成医療給付事業
◇身体に障害を有する18歳未満の児童で放置す
れば将来障害を残す恐れが大きい疾病を改善す
るための医療助成。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3 8

18 ひとり親家庭等医療費助成事業

◇ひとり親家庭等の父又は母及び児童が医療機
関で受診した場合、保険診療の自己負担分を公
費で負担。
◇児童の医療費については、県内の医療機関に
おいて現物給付で助成。
◇父及び母の自己負担は一医療機関ごとに月1千
円

健康福祉課 △継続 H27～H31 3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策９：安心して産み育てられる環境の整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

児童発達支援5人、放課
後等デイサービス25人

サービス利用者
児童発達支援4人、放課
後等デイサービス24人

計28人

予定どおり実施。障害
児の状態に応じてサー
ビスを受けることによ
り、生活の向上が図ら
れたり、社会参加がで
きている。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

サービスを必要として
いる保護者への情報提
供。

H28

児童発達支援5人、放課
後等デイサービス30人

サービス利用者
児童発達支援2人、放課
後等デイサービス28人

計30人

予定どおり実施。障害
児の状態に応じてサー
ビスを受けることによ
り、生活の向上が図ら
れたり、社会参加がで
きている。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

サービスを必要として
いる保護者への情報提
供。

H29

児童発達支援5人、放課
後等デイサービス35人

サービス利用者
児童発達支援2人、放課
後等デイサービス30人

計32人

予定どおり実施。
障害児の状態に応じて
サービスを受けること
により、生活の向上が
図られたり、社会参加
ができている。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

サービスを必要として
いる保護者への情報提
供。

H27

未熟児の養育環境の充
実と医療給付

高額な医療費になるた
め、保護者の経済的負
担の軽減が図られた。

乳幼児死亡及び疾病の
重症化予防につながっ
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

現状維持

H28

未熟児の養育環境の充
実と医療給付

高額な医療費になるた
め、保護者の経済的負
担の軽減が図られた。

乳幼児死亡及び疾病の
重症化予防につながっ
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

現状維持

H29

未熟児の養育環境の充
実と医療給付

高額な医療費になるた
め、保護者の経済的負
担の軽減が図られた。
対象者は、１人。

乳幼児死亡及び疾病の
重症化予防につながっ
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

現状維持

H27

個別通知の徹底 個別通知等による接種
率の向上

予防接種率の向上につ
ながり、乳幼児死亡は0
であった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

対象者への個別通知
は、継続して行うこと
で接種率の向上を図
る。

H28

B型肝炎予防接種
の定期接種開始

個別通知等による接種
率の向上

予防接種率の向上につ
ながった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

対象者への個別通知
は、継続して行うこと
で接種率の向上を図
る。

H29

ワクチンの定期接種に
より感染症から予防す
る。

・個別通知等による接種率
の向上
【通知数】
麻しん風しん2期：74人
高齢者肺炎菌：1003人
日本脳炎：150人
二種混合：102人

予防接種率の向上につ
ながった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

対象者への個別通知
は、継続して行うこと
で接種率の向上を図
る。

H27

未就園児とその保護者
の交流の場の提供等

道仏保育園に委託して
開設。今年度より一時
預かりも実施。

予定どおり実施し、多
くの未就園児及びその
保護者が利用した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

就園を希望する保護者
への情報提供

H28

未就園児とその保護者
の交流の場の提供等

道仏保育園に委託して
開設。今年度より一時
預かりも実施。

予定どおり実施し、多
くの未就園児及びその
保護者が利用した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

就園を希望する保護者
への情報提供

H29

未就園児とその保護者
の交流の場の提供等

階上保育園に委託して開設。引き続
き非入園児の一時預かりを実施。
利用者数平均2組/日
活動日延べ参加者：
児童715名保護者603名
一時預かり利用者：
延べ199名

予定どおり実施し、多
くの未就園児及びその
保護者が利用した。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ

就園を希望する保護者
への情報提供

9

9

9

9

H27～H31 3

8

21 未熟児医療給付事業
◇母子保健法に基づき、医療を必要とする未熟
児に対し、養育に必要な医療費を給付。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3 8

20 障害児施設措置事業 ◇障害施設への通所に係る費用を助成。 健康福祉課 △継続 H27～H31 3

8

23 地域子育て支援拠点事業

◇未就園児とその保護者を対象に、子育て親子
の交流等を図るための拠点として、町内の保育
園が持ち回りでその支援を実施。
◇一時預りを実施。

健康福祉課 △継続 H27～H31 3 8

22 予防接種事業

◇麻疹（しん）・風疹（しん）、四種混合、三
種混合、二種混合、BCG、不活化ポリオ、日本脳
炎、子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球菌等の予
防接種を実施。

健康福祉課 △継続
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策９：安心して産み育てられる環境の整備）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

学童クラブの実施 町内保育施設に学童ク
ラブ事業を委託し、子
どもの居場所を確保し
た。

予定どおり実施。放課後等
に児童の居場所を確保する
ことにより、児童の健全な
育成を支援した。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

放課後児童支援員の研
修受講の推進

H28

学童クラブの実施 町内保育施設に学童ク
ラブ事業を委託し、子
どもの居場所を確保し
た。

予定どおり実施。放課後等
に児童の居場所を確保する
ことにより、児童の健全な
育成を支援した。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

放課後児童支援員の研
修受講の推進

H29

学童クラブの実施 町内保育施設に学童ク
ラブ事業を委託し、子
どもの居場所を確保し
た。
4施設。
利用者数121名。

予定どおり実施。放課後等
に児童の居場所を確保する
ことにより、児童の健全な
育成を支援した。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

放課後児童支援員の研
修受講の推進

93 824 放課後児童健全育成事業
◇放課後の保育に欠ける小学校6年生までの児童
のため、町内の石鉢保育園、はまゆり保育園、
階上保育園、道仏保育園で学童保育を実施。

健康福祉課 △継続 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策10：教育環境の充実）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

下校時間と乗車人数に
より、バスとジャンボ
タクシーなどを効率的
に運行する。

乗車指導や随時連絡を
取り合いながら運行で
きた。

遠距離通学者の完全が
確保された。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

対象者数の減少に伴
う、運行方法の見直
し。

H28

下校時間と乗車人数に
より、バスとジャンボ
タクシーなどを効率的
に運行する。

乗車指導や随時連絡を
取り合いながら運行で
きた。

遠距離通学者の完全が
確保された。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

田代小中学校は廃校に
伴う影響も考慮した運
行方法等の見直し。

H29

下校時間と乗車人数に
より、バスとジャンボ
タクシーなどを効率的
に運行する。

乗車指導や随時連絡を
取り合いながら運行で
きた。

遠距離通学者の安全が
確保された。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

対象者数の減少に伴
う、運行方法の見直
し。

H27

石鉢小学校学区の生徒
が乗車するバス停を確
認し、バスの定期乗車
券を発行する。

乗車指導及び利用調整
により、路線バスの運
行に支障なく運行でき
た。

遠距離生徒の通学手段
の確保ができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

通学時間帯の一般利用
者が増加した場合の運
行について検討が必要
である。

H28

石鉢小学校学区の生徒
が乗車するバス停を確
認し、バスの定期乗車
券を発行する。

乗車指導及び利用調整
により、路線バスの運
行に支障なく運行でき
た。

遠距離生徒の通学手段
の確保ができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

特別な事情等により、
運行時間以外の生徒の
移動方法についての検
討が必要である。

H29

石鉢小学校学区の生徒
が乗車するバス停を確
認し、バスの定期乗車
券を発行する。

乗車指導及び利用調整
により、路線バスの運
行に支障なく運行でき
た。

遠距離生徒の通学手段
の確保ができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

特別な事情等により、
運行時間以外の生徒の
移動方法についての検
討が必要である。

H27

経済的理由によって就
学困難な児童生徒の保
護者に対し、教育に必
要な経費を援助する。

所得基準を生活保護世
帯の「1.1倍」として認
定している。

保護者等の経済的負担
軽減ができ、教育機会
の均等の保持を図るこ
とができた。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

支給金額の検討が必要
である。

H28

経済的理由によって就
学困難な児童生徒の保
護者に対し、教育に必
要な経費を援助する。

所得基準を生活保護世
帯の「1.1倍」として認
定している。

保護者等の経済的負担
軽減ができ、教育機会
の均等の保持を図るこ
とができた。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

支給金額の検討が必要
である。

H29

経済的理由によって就
学困難な児童生徒の保
護者に対し、教育に必
要な経費を援助する。

所得基準を生活保護世
帯の「1.1倍」として認
定している。

保護者等の経済的負担
軽減ができ、教育機会
の均等の保持を図るこ
とができた。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

支給金額の検討が必要
である。

H27

町内全小中学校を計画
的に訪問し学校の抱え
る問題事案に対応す
る。

教師とともに家庭訪問
を行うなどして、問題
解消に向けての取組み
を行った。

不登校傾向の児童生徒
の減少と学校及び教師
の負担軽減が図られ
た。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

学校以外での教育相談
の機会の充実を図る。

H28

町内全小中学校を計画
的に訪問し学校の抱え
る問題事案に対応す
る。

教師とともに家庭訪問
を行うなどして、問題
解消に向けての取組み
を行った。

不登校傾向の児童生徒
の減少と学校及び教師
の負担軽減が図られ
た。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

学校以外での教育相談
の機会の充実を図る。

H29

町内全小中学校を計画
的に訪問し学校の抱え
る問題事案に対応す
る。

教師とともに家庭訪問
を行うなどして、問題
解消に向けての取組み
を行った。

不登校傾向の児童生徒
の減少と学校及び教師
の負担軽減が図られ
た。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

学校以外での教育相談
の機会の充実を図る。

10

10

10

10

年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

3 8

26 通学費負担事業
◇石鉢小学校学区の生徒の階上中学校通学のた
めの定期バス料金を負担。

教育課 △継続 H27～H31

25 スクールバス運行事業
◇旧登切小学校区の児童の下校と旧金山沢小学
校区の児童生徒の登下校のため、スクールバス
を運行。

教育課 △継続 H27～H31

3 8

8

28 スクールソーシャルワーカー
◇不登校などの問題を抱えている児童生徒をケ
アするため、スクールソーシャルワーカーを配
置。

教育課 △継続 H27～H31 3 8

27 就学援助事業
◇経済的な理由により就学が困難な児童生徒の
保護者に、学用品等や給食費、医療費の一部を
援助。

教育課 △継続 H27～H31 3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策10：教育環境の充実）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

委員会を組織し、いじ
め防止対策等に関係す
る機関及び団体の連携
を図るとともに各学校
においても取組み体制
となるよう支援する。

いじめ問題対策連絡協
議会を設置するととも
に、各小中学校にいじ
め防止対策委員を配置
した。

いじめ防止等に社会全
体で取組む環境が整備
された。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

学校におけるいじめ防
止対策委員の活用の充
実。

H28

委員会を組織し、いじ
め防止対策等に関係す
る機関及び団体の連携
を図るとともに各学校
においても取組み体制
となるよう支援する。

各学校で開催されるい
じめ防止関係の会議へ
出席して情報共有と助
言等を行った。

いじめ防止等に社会全
体で取組む環境が整備
された。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

学校におけるいじめ防
止対策委員の活用の充
実。

H29

委員会を組織し、いじ
め防止対策等に関係す
る機関及び団体の連携
を図るとともに各学校
においても取組み体制
となるよう支援する。

各学校で開催されるい
じめ防止関係の会議へ
出席して情報共有と助
言等を行った。

いじめ防止等に社会全
体で取組む環境が整備
された。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

学校におけるいじめ防
止対策委員の活用の充
実。

H27

学習指導の支援を行う
学習支援員と校内で安
全に生活できるよう生
活支援員を必要な学校
に配置する。

生活支援員を小学校へ3
名、学習支援員を小学
校へ4名、中学校2名配
置し学校運営の充実が
図られた。

支援員の配置により、
担任教師は学級運営に
専念できるとともに、
個人に対する指導の充
実が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

支援を必要とする児童
生徒は増加傾向にある
ため、支援員の増員を
検討する必要がある。

H28

学習指導の支援を行う
学習支援員と校内で安
全に生活できるよう生
活支援員を必要な学校
に配置する。

生活支援員を中学校へ2
名、学習支援員を小学
校へ5名、中学校3名配
置し学校運営の充実が
図られた。

支援員の配置により、
担任教師は学級運営に
専念できるとともに、
個人に対する指導の充
実が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

支援を必要とする児童
生徒は増加傾向にある
ため、支援員の増員を
検討する必要がある。

H29

学習指導の支援を行う
学習支援員と校内で安
全に生活できるよう生
活支援員を必要な学校
に配置する。

生活支援員を小中各1
名、学習支援員を小学
校へ5名、中学校4名配
置し学校運営の充実が
図られた。

支援員の配置により、
担任教師は学級運営に
専念できるとともに、
個人に対する指導の充
実が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

支援を必要とする児童
生徒は増加傾向にある
ため、支援員の増員を
検討する必要がある
が、人員確保が課題。

H27

国の法律に準じ対象世
帯を決定し、支給事務
を行う。

小学生22名、中学生4名
の保護者に対して給食
費等の就学奨励費を支
給し、保護者の経済的
負担軽減が図られた。

特別に支援が必要な児
童生徒を持つ保護者の
経済的負担軽減が図ら
れている。 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

対象経費の見直し。

H28

国の法律に準じ対象世
帯を決定し、支給事務
を行う。

小学生26名、中学生3名
の保護者に対して給食
費等の就学奨励費を支
給し、保護者の経済的
負担軽減が図られた。

特別に支援が必要な児
童生徒を持つ保護者の
経済的負担軽減が図ら
れている。 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

対象経費の見直し。

H29

国の法律に準じ対象世
帯を決定し、支給事務
を行う。

小学生25名、中学生5名
の保護者に対して給食
費等の就学奨励費を支
給し、保護者の経済的
負担が図られた。

特別に支援が必要な児
童生徒を持つ保護者の
経済的負担軽減が図ら
れている。 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

対象経費の見直し。

H27

町の補助交付規程によ
り、私立幼稚園設置者
を通じて保護者へ援助
する。

対象児20名が在園する7
施設へ補助金を交付し
た。

保護者の経済的負担軽
減と低年齢から幼稚園
就園の促進が図られ
た。 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

私立幼稚園と連携を図
り事務の効率化を図
る。

H28

町の補助交付規程によ
り、私立幼稚園設置者
を通じて保護者へ援助
する。

対象児16名分の保育料
等の減免に対する補助
を行った。

保護者の経済的負担軽
減と低年齢から幼稚園
就園の促進が図られ
た。 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

私立幼稚園と連携を図
り事務の効率化を図
る。

H29

町の補助金交付規程によ
り、私立幼稚園の設置者
が、階上町に居住して当該
幼稚園に在園する児童の保
護者に対し保育料等を減免
する場合の補助を行う。

対象児9名分の保育料等
の減免に対する補助を
行った。

保護者の経済的負担軽
減と低年齢から幼稚園
就園の促進が図られ
た。 Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

私立幼稚園と連携を図
り事務の効率化を図
る。

10

10

10

10

8

30 特別支援教育支援員
◇通常学級において、集団生活になじめない児
童生徒や障がいを持つ児童生徒などの支援をす
るため、学習支援員、生活支援員を配置。

教育課 △継続 H27～H31 3 8

29 いじめ防止対策委員会
◇小中学校におけるいじめ防止対策のための委
員会を設置。

教育課 △継続 H27～H31 3

8

32 私立幼稚園就園奨励費補助金
◇私立幼稚園に通っている園児の保護者等の経
済的負担の軽減と幼稚園教育の普及のため、入
園料及び保育料の一部を補助。

教育課 △継続 H27～H31 3 8

31 特別支援教育就学奨励事業
◇特別支援学級に在籍する児童生徒の保護者に
対し、給食費や学用品費などの一部を援助。

教育課 △継続 H27～H31 3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策10：教育環境の充実）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

計画的に中学校及び小
学校を回り授業の補助
を行っている。

学期ごとに勤務計画を
作成し、全ての小学校
において外国語授業を
実施できるようにして
いる。

小学校全クラスにおい
て外国語授業が行わ
れ、言語や文化につい
て体験的学習が充実さ
れている。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

地域住民や幼児との交
流機会を検討する。

H28

計画的に中学校及び小
学校を回り授業の補助
を行っている。

全ての小中学校におい
て授業を実施した。町
内保育園を訪問し幼児
と交流した。

小学校全クラスにおい
て外国語授業が行わ
れ、言語や文化につい
て体験的学習が充実さ
れている。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

地域住民や幼児との交
流機会を検討する。

H29

計画的に中学校及び小
学校を回り授業の補助
を行っている。

全ての小中学校におい
て授業を実施した。町
内保育園を訪問し幼児
と交流した。

全小中学校において外
国語授業が行われ、言
語や文化について体験
的学習が充実されてい
る。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

地域住民との交流機会
を検討する。

H27

各小学校において、エ
ネルギーに関係する施
設見学や各種実験用具
を購入して体験学習を
行う。

エネルギ―関連施設の
見学と各種実験を通し
て、エネルギーの発生
と変換について学習で
きた。

実験や施設見学を通じ
て、エネルギーについ
ての知識・理解を深め
ることができた。 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

継続的に事業を行うこ
とで、児童がエネル
ギーの在り方について
考える機会を増やす。

H28

各小学校において、エ
ネルギーに関係する施
設見学や各種実験用具
を購入して体験学習を
行う。

エネルギ―関連施設の
見学を通して、エネル
ギーの発生と変換につ
いて学習できた。

実験や施設見学を通じ
て、エネルギーについ
ての知識・理解を深め
ることができた。 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

継続的に事業を行うこ
とで、児童がエネル
ギーの在り方について
考える機会を増やす。

H29

各小学校において、エ
ネルギーに関係する施
設見学や各種実験用具
を購入して体験学習を
行う。

エネルギ―関連施設の
見学を通して、エネル
ギーの発生と変換につ
いて学習できた。

施設見学を通じて、エ
ネルギーについての知
識・理解を深めること
ができた。 Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

継続的に事業を行うこ
とで、児童がエネル
ギーの在り方について
考える機会を増やす。

H27

全小学校に理科の観察
や実験の準備や後始末
等を行うアシスタント
を配置する。

3名を配置し、全ての小
学校で活動できた。

理科の観察や実験のア
シスタントを配置した
ことにより、児童の体
験学習と教員の負担軽
減が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

理科の教員経験のある
人材確保が難しい。

H28

全小学校に理科の観察
や実験の準備や後始末
等を行うアシスタント
を配置する。

3名を配置し、全ての小
学校で活動できた。

理科の観察や実験のア
シスタントを配置した
ことにより、児童の体
験学習と教員の負担軽
減が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

理科の教員経験のある
人材確保が難しい。

H29

全小学校に理科の観察
や実験の準備や後始末
等を行うアシスタント
を配置する。

3名を配置し、全ての小
学校で活動できた。

理科の観察や実験のア
シスタントを配置した
ことにより、児童の体
験学習の充実と教員の
負担軽減が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

理科の教員経験のある
人材確保が難しい。

H27

全校において、地域の
実態及び特性を生かし
た特色ある教育活動に
取組む。

地域からの協力を受け
るなどした、さまざま
な活動が行われた。

地域資源を活用した体
験型の活動が多く、コ
ミュニケーション能力
の充実が図られてい
る。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

地域との連携を充実さ
せることで、より効果
的な活動が見込まれ
る。

H28

全校において、地域の
実態及び特性を生かし
た特色ある教育活動に
取組む。

地域からの協力を受け
るなどした、さまざま
な活動が行われた。

地域資源を活用した体
験型の活動が多く、コ
ミュニケーション能力
の充実が図られてい
る。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

地域との連携を充実さ
せることで、より効果
的な活動が見込まれ
る。

H29

全校において、地域の
実態及び特性を生かし
た特色ある教育活動に
取組む。

地域からの協力を受け
るなどした、さまざま
な活動が行われた。

地域資源を活用した体
験型の活動が多く、コ
ミュニケーション能力
の充実が図られてい
る。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

地域との連携を充実さ
せることで、より効果
的な活動が見込まれ
る。

10

10

10

108

34 エネルギー教育支援事業
◇エネルギーに関する教育に必要な教材・教具
の購入や児童生徒の施設見学などを実施。

教育課 △継続 H27～H31 3 8

33 語学指導外国青年
◇外国語教育の向上を図るため、外国語指導助
手(ALT）2名により各小中学校での外国語指導補
助を実施。

教育課 △継続 H27～H31 3

8

36 特色のある学校づくり事業
◇各学校で地域特性を生かした特色ある学校づ
くりを目指す。

教育課 △継続 H27～H31 3 8

35 理科・観察実験アシスタント
◇理科の観察・実験に使用する施設の準備・調
整を行う理科観察実験アシスタントを配置。

教育課 △継続 H27～H31 3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策10：教育環境の充実）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

子どもたちが放課後に
安全に活動できる場
所・機会を提供する。

補習・陸上・卓球等の
活動を行い、子どもた
ちに知力・体力の向上
につながる活動を提供
した。

少子化により参加する
児童が減少し、活動内
容が固定化している。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

活動内容を充実し、事
業の周知を行う。

H28

子どもたちが放課後に
安全に活動できる場
所・機会を提供する。

陸上・卓球の他、茶道
等の活動を行い、子ど
も達の体力・教養の向
上につながる活動を提
供した。

児童数は減少中である
が、活動内容を見直し
充実した活動が行われ
た。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

担任の負担が大きいた
め、負担軽減を検討す
る。

H29

子どもたちが放課後に
安全に活動できる場
所・機会を提供する。

陸上・卓球の他、茶道
等の活動を行い、子ど
も達の体力・教養の向
上につながる活動を提
供した。

保育園の学童担当によ
る見守り、学童への送
迎を行い、担任の負担
を軽減させた。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

町内小学校へ事業の周
知を行う。

H27

各年代に合わせた各種
講座を開催し、学びの
場を提供。社会教育関
係団体への補助と活動
支援

運営委員会など町民が
運営携わる形態を構
築。アンケートなどで
町民の多様なニーズを
反映させた内容とし
た。

町民への幅広い学習機
会を提供できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

広報を見直すなど、新
たな参加者の掘り起
し。学んだ成果を生か
せる場の提供や自主活
動グループへの支援

H28

各年代に合わせた各種
講座を開催し、学びの
場を提供。社会教育関
係団体への補助と活動
支援

運営委員会など町民が
運営携わる形態を構
築。アンケートなどで
町民の多様なニーズを
反映させた内容とし
た。

町民への幅広い学習機
会を提供できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

広報を見直すなど、新
たな参加者の掘り起
し。町内講師の発掘。
学んだ成果を生かせる
場の提供や自主活動グ
ループへの支援

H29

各年代に合わせた各種
講座を開催し、学びの
場を提供。社会教育関
係団体への補助と活動
支援

運営委員会など町民が
運営に携わる形態を構
築。アンケートなどで
町民の多様なニーズを
反映させた内容とし
た。

町民への幅広い学習機
会を提供できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

広報を見直すなど、新
たな参加者の掘り起
し。町内講師の発掘。
学んだ成果を生かせる
場の提供や自主活動グ
ループへの支援

H27

・安心安全な学校給食を提
供する。
・地場産物を使用した給食
提供を実施する。
・食物アレルギー対応指針
の作成をする。

・職員の知識、技術向上のため、所
内･外の研修会を実施又は参加し
た。
・階上産物の海藻、野菜等を使用し
た給食提供した。
・関連機関や関係者との会議を何度
か実施し、食物アレルギー対応指針
を作成した。

・食中毒等の発生もなく安心安全な
給食提供が出来た
・地元食材を使用した給食提供が出
来た
・食物アレルギー対応指針を作成し
たことで調理員も積極的に食物アレ
ルギーについて勉強するなどし個々
の意識が高まった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

・委託業者、県派遣の
栄養士との連携を強め
るとともに、学校や納
入業者等外部との連携
を深める。

H28

・安心安全な学校給食を提
供する。
・「階上産給食デ－」とし
て、地場産物だけを使用し
た献立で給食提供する日を
設ける。

・職員の知識、技術向上のため、所内･外
の研修会を実施又は参加した。
・階上産物の海藻、野菜等を使用した給
食提供した。
・アレルギー対応について、個人面談を
行い2学期から開始しました。また、所内
研修を行い知識向上に努めた。

・放射線検査を行い、地元食材を使
用し、安心安全な給食の提供が出来
た。
・アレルギー対応食提供について、
職員全員で研修会を行うと共に調
理、配送と確認を取り合いながら安
全に確実に提供できた。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

・委託業者、県派遣栄養士との更な
る連携を強めるとともに、安心安全
な給食提供をする。
・29年度に米飯をアルミ炊きから食
缶炊きへ移行の予定があるので各関
係者と連絡を取り合いながら進め
る。

H29

・安心安全な学校給食
を提供する。
・地場産物を使用した
給食提供を実施する。

・職員の知識、技術向上のため、所
内･外の研修会を実施又は参加し
た。
・階上産物の海藻、野菜等を使用し
た給食提供した。
・アレルギー対応について、新規や
継続の個人面談を行い、対応しまし
た。

・放射線検査を行い、地元食
材を使用し、安心安全な給食
の提供が出来た。
・アレルギー対応食提供につ
いて、配送と確認を取り合い
ながら安全に確実に提供でき
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

・委託業者、県派遣栄養士と
の更なる連携を強めるととも
に、安心安全な給食提供をす
る。
・米飯をアルミ炊きから食缶
から盛り分けて食べるように
なりなした。

H27

高等学校、高等専門学
校、短期大学、大学及
び各種専門学校の在学
者及び進学者へ貸与す
る。

大学11名、専門学校2
名、高校8名が新規に貸
与。継続と併せて70名
に貸与

修学を促進し、教育の
機会均等が図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

計画的に返済するよう
に管理する。

H28

高等学校、高等専門学校、
短期大学、大学及び各種専
門学校の在学者及び進学者
へ貸与及び奨学特待制度検
討

大学4名、専門学校3
名、高専1名、高校12名
が新規に貸与。継続と
併せて58名に貸与。

修学を促進し、教育の
機会均等が図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

計画的に返済するよう
に管理する。

H29

高等学校、高等専門学校、
短期大学、大学及び各種専
門学校の在学者及び進学者
へ貸与及び奨学特待制度の
周知

大学3名、短大3名、専
門学校3名、高校6名が
新規に貸与。継続と併
せて54名に貸与。

修学を促進し、教育の
機会均等が図られた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

計画的に返済するよう
に管理する。

10

10

10

10

3 8

8

3 8

39 給食センター
◇地場産物の利用拡大に努め、各小中学校に安
全安心な給食を提供。
◇アレルギーを持つ児童生徒への対応。

教育課 △継続 H27～H31 3

37 放課後子ども教室推進事業
◇小学校の空き教室を活用し、地域の方の協力
により、学習やスポーツ・文化活動、地域住民
との交流活動などに取り組む。

教育課 △継続 H27～H31

38 社会教育活動事業

◇はしかみキャンパス、生きがい中央大学、わ
んぱく王国などを開催し、住民に学びの場を提
供。
◇婦人会やＰＴＡ、文化協会等の社会教育関係
団体の活動支援。

教育課 △継続 H27～H31

88 奨学資金

◇経済的理由により修学困難な者に対し、修学
の促進と教育機会の確保を図るため、奨学金を
貸与。
◇大学生等は月額4万円以内、高校生は月額2万
円以内。
◆奨学金返還を一部免除する奨学特待生制度を
導入。

教育課 ◎拡充 H27～H31 3 8
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策10：教育環境の充実）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

H28

町内在住の小中高生を
対象に各種検定受験料
を補助する。

事業内容について検討
し、平成２９年度から
事業開始することに
なった。

自分の学力が把握で
き、更なる向上を目指
し、自主的に取組む姿
勢が育まれる。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

円滑に事業実施ができ
るよう、関係者と調整
を行う必要がある。

H29

町内在住の中学生を対
象に各種検定受験料を
補助する。

英検、数検、漢検の３
つの検定に係る受講料
の補助をし、延367人の
受講料の一部を補助し
た。

自分の学力が把握で
き、更なる向上を目指
し、自主的に取組む姿
勢が育まれる。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

円滑に事業実施ができ
るよう、関係者と調整
を行う必要がある。

10889 基礎学力向上事業

◆基礎学力の向上を図るため、漢字能力検定や
実用数学技能検定等の受験料を全額補助。
◆英語検定及びTOEICの受験機会の拡大や英語力
の向上を図るため、英語検定及びTOEICの受験料
を全額補助。

教育課 ■新規 H28～H31 3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策11：自然の中で学ぶプログラムの推進）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

「海の学校」を開催。
（No.46と重複）

「海の学校」を開催し
39名が参加。

予定どおり実施。
町水産業のPR、参加し
た子供たちへ階上町の
海に対する関心を植え
付けることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

既存のものに比べより達成
感・協同性のあるプログラム
へ改良するとともに、中長期
的な視野に立ち、将来の水産
業の担い手を確保するための
取組内容へと発展させる。

H28

「海の学校」を開催。
（No.46と重複）

「海の学校」を開催し
23名が参加。

予定どおり実施。
町水産業のPR、参加し
た子供たちへ階上町の
海に対する関心を植え
付けることができた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

既存のものに比べより達成
感・協同性のあるプログラム
へ改良するとともに、中長期
的な視野に立ち、将来の水産
業の担い手を確保するための
取組内容へと発展させる。

H29

「海の学校」を開催。
（No.46と重複）

悪天候（台風）のため
中止。

悪天中止のため予定ど
おりの実施とはならな
かった。

Ａ Ｃ Ａ Ｃ Ａ

既存のものに比べより達成感・協同
性のあるプログラムへ改良するとと
もに、中長期的な視野に立ち、将来
の水産業の担い手を確保するための
取組内容へと発展させる。開催時
期、開催回数についても検討する。

施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

11840 自然体験プログラム事業

◇自然を自然体で楽しみ、集団生活をすること
で、人と人との関係で最も大切な「人を信頼す
る心」をはじめ、「自己との葛藤・自分自身に
対する挑戦・仲間との協力・成功体験・達成
感」など人間の成長に欠かすことができない性
質を形成。

産業振興課 △継続 H27～H31

年度 基本目標 プロジェクト

3
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策12：公共交通の充実）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

町内路線バスの運行維
持のため、路線バス赤
字路線への運行費補助
（5路線）

路線バス赤字路線への
運行費補助

予定どおり実施するこ
とで、路線バスの運行
維持が図られている。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

バス利用促進策を講じ
運賃収入の増を図るこ
とで、補助額の削減に
つなげていく。

H28

町内路線バスの運行維
持のため、路線バス赤
字路線への運行費補助
（5路線）

路線バス赤字路線への
運行費補助

予定どおり実施するこ
とで、路線バスの運行
維持が図られている。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

バス利用促進策を講じ
運賃収入の増を図るこ
とで、補助額の削減に
つなげていく。

H29

町内路線バスの運行維
持のため、路線バス赤
字路線への運行費補助
（5路線）

路線バス赤字路線への
運行費補助

予定どおり実施するこ
とで、路線バスの運行
維持が図られている。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

バス利用促進策を講じ
運賃収入の増を図るこ
とで、補助額の削減に
つなげていく。

H27

コミュニティバスの運
行

コミュニティバスの運
行。並行して運行の見
直しに向けて、アン
ケート調査等を行っ
た。

予定どおり実施。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

アンケート結果等を踏
まえ、より利用しやす
い運行へと見直しを図
る。

H28

コミュニティバスの運
行

コミュニティバスの運
行。並行して運行の見
直しに向けた検討を
行った。

予定どおり実施。地域
公共交通会議での検討
をもとに、次年度から
の試行運行を決定し
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

試行期間後の運行のあ
り方や公共交通の利用
促進等について検討を
行う。

H29

コミュニティバスの運
行

コミュニティバスの運
行。並行して運行の見
直しに向けたアンケー
ト調査や評価検証を
行った。

予定どおり実施。利用
促進策として「公共交
通ガイド」を作成し配
布した。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

公共交通会議等を開催
し、運行計画の見直し
を検討する。

12

12

年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

948 地方路線バス路線維持対策費補助金◇路線バスの運行維持のため運行業者に補助。 総合政策課 △継続 H27～H31

4

4

998 コミュニティバス・スクールバス運行事業

◇西部・中央地区の金山沢線、田代線、蒼前線
◇東部地区の東部循環線、朝夕特別線
◇1乗車100円で運行
◇金山沢線、田代線は、階上中学校用スクール
バスの運行兼用。
◆利便性向上のため運行の見直し。

総合政策課 ◎拡充 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策13：健康づくりの推進）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

相互に所有する資源を
活用しながら、連携協
力した事業に取り組
む。

イベントへの出演、少年球
技大会の審判、実技指導、
健康づくり事業、収蔵民俗
資料の整理・台帳作成など

予定どおり実施。連携
協力により各種の連携
事業を実施した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

引き続き、多方面での
連携を強めていく。

H28

相互に所有する資源を
活用しながら、連携協
力した事業に取り組
む。

イベントへの出演、少年球
技大会の審判、実技指導、
健康寿命延伸事業など

予定どおり実施。連携
協力により各種の連携
事業を実施した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

引き続き、多方面での
連携を強めていく。

H29

相互に所有する資源を
活用しながら、連携協
力した事業に取り組
む。

イベントへの出演、少年球
技大会の審判、実技指導、
健康寿命延伸事業など

予定どおり実施。連携
協力により各種の連携
事業を実施した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

引き続き、多方面での
連携を強めていく。

H27

各種健康づくり事業の
実施

健康づくり事業の実
施。

循環器疾患予防に着目
した事業を実施し、血
圧測定等、セルフケア
の必要性についての知
識の普及へとつながっ
た。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

病態別に特化した事業
企画を行い、疾病の重
症化予防へとつなげ
る。

H28

各種健康づくり事業の
実施

循環器疾患重症化予防
のための事業を実施
し、血圧等の安定につ
なげることができた。

循環器疾患予防のための事
業を実施。個人での測定
（尿中塩分量、血圧、活動
量）や運動、食の実技を通
し、個々の生活の見直し等
につながった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

病態別に特化した事業
企画を行い、疾病の重
症化予防へとつなげ
る。

H29

各種健康づくり事業の
実施

三種の神器事業を実施
し、地域での健康づく
りに取り組む意識づけ
へとつなげることがで
きた。

健康づくりの三種の神
器を2行政区37人に貸し
出し、自己測定を実施
することで、生活改善
の見直し等につながっ
た。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

病態別に特化した事業
企画を行い、疾病の重
症化予防へとつなげ
る。

H27

特定健診・各種がん検
診の受診率向上を図
る。

健康推進員や職員の訪
問、広報、ホームペー
ジ、窓口、行政区集会
等での周知。

がん検診、特に乳がん検診
受診勧奨を強化した結果、
前年比160人の増へとつな
がった。
他の健(検)診も、受診者が
増加した。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

町民全体への、健診・
検診の周知を継続しつ
つ、ターゲットを絞
り、重点的に受診率向
上のための周知を行
う。

H28

特定健診・各種がん検
診の受診率向上を図
る。

健康推進員や職員の訪
問、広報、ホームペー
ジ、窓口、行政区集会
等での周知。電話によ
る夜間個別勧奨の実
施。

がん検診、特に婦人がん検
診受診勧奨を強化した結
果、乳がん、子宮頸がんと
もに前年比、受診者の増へ
とつながった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

町民の対象年齢全体へ
の、がん検診の周知を
実施し、重点的に受診
率向上のための個別勧
奨を行う。

H29

特定健診・各種がん検
診の受診率向上を図
る。

健康推進員や職員の訪
問、広報、ホームペー
ジ、窓口、行政区集会
等での周知。

がん検診の受診受診勧奨を強
化。
胃がん検診 1,086人
肺がん検診 1,185人
大腸がん検診 1,248人
子宮頸がん検診 724人
乳がん検診 423人

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

町民の対象年齢全体へ
の、がん検診の周知を
実施し、重点的に受診
率向上のための個別勧
奨を行う。

H27

若年層の自殺対策 教職員、青少年問題協
議会委員、民生委員を
対象に自殺予防に関す
る研修会を実施し、支
援者の育成を行った。

予定どおり実施。自殺
予防に関する研修会を
行い、知識・技術の向
上が図られた。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

支援者の育成のため、
ゲートキーパーの養
成。教職員等の技術向
上を図るために継続的
に研修会を実施する。

H28

・ゲートキーパーの養
成
・若年層の自殺予防

民生委員を対象にゲートキー
パー研修会を実施し支援者の
育成を行った。教職員・民生
委員を対象に子どもの自殺に
関する研修会を実施し、支援
力の向上を行った。

予定どおり研修会を実
施。自殺予防に関する
知識・技術の向上が図
られた。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

支援者の育成のため、ゲー
トキーパーの養成。
今後も教職員等の技術向上
を図るとともに児童生徒の
自殺に関する知識を高めら
れる研修会を実施する。

H29

・人材養成
・普及啓発
・若年層の自殺予防

民生委員を対象にゲートキーパー養
成研修会を実施し、民生委員31名が
参加した。支援者の技術向上を目的
とし行った。また、町内中学生を対
象とした、こころの健康教室を各校
1回実施し、合計207名が参加し、Ｓ
ＯＳの出し方に関する教育ついての
講義を行った。

予定どおり研修会を1回開催
し、民生委員31名参加。ここ
ろの健康教室を各中学校で実
施。生徒207名が参加。
自殺予防に関する知識や対応
法を身につける場となった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

ゲートキーパーと成り得る
人材の育成。
今後も中学生を対象とした
こころの健康教室を実施す
る。今後、町内における普
及啓発も実施していく。

13

13

13

13

基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

4 10

4 10

4 10

61 住民検診事業
◇各種がん検診や肝炎検診、結核検診、また、
後期高齢者の健診などを実施。
◇国民健康保険加入者の健診を実施。

健康福祉課

年度

49 八戸学院大学・八戸学院短期大学連携事業
◇八戸学院大学・八戸学院短期大学との連携に
より、健康づくりや町のPR、生涯学習の推進、
スポーツの向上などに取り組む。

総合政策課 △継続 H27～H31

△継続 H27～H31

60 健康増進保健事業（健康づくり事業）
◇健康づくり教室や食生活改善推進員養成講座
の開催、健康推進員による地区における活動な
ど、健康づくりの普及啓発を行う。

健康福祉課 △継続 H27～H31

4 1069 自殺対策緊急強化事業
◇地域の中で相談できる人材を育成するため、
研修会等を開催。

健康福祉課 △継続 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策13：健康づくりの推進）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間 年度

H27

・はしかみ美味しい健
康レシピ普事業、健康
フォーラム開催、健康
調査等

健診受診PR活動
食事、運動に関する講
座を開催した結果、参
加者数が増加してい
る。

・健診受診者数の　増
加
・子宮がん死亡率の減
少 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

健診受診、運動、食
事、禁煙、口腔衛生等
の生活習慣の改善

H28

健康フォーラム・健康宣言
記念講演会やトップセミ
ナーの実施。
健康宣言３本柱の展開。

健康五つ星を掲げ、健康宣
言を実施。健診受診PR活
動。健康教室の開催と健康
づくり団体の支援。子育て
応援・虫歯０プロジェクト
の実施。

健康宣言による町民の
自発的な運動取組実
施。婦人がん受診者の
増。乳幼児フッ素塗布
事業による実施者の
増。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

健診受診、運動、食
事、禁煙、口腔衛生等
の生活習慣の改善

H29

健康フォーラムの開催
健康宣言五つ星の実践。
・健診受診
・運動の推進
・章句生活の改善
・歯科保健の強化

食生活の改善と運動継続の
ための健康教室を6回開催
し、延べ131人が参加。健
康づくり団体の支援。子育
て支援・虫歯０プロジェク
トの継続。

Ｈ28年の婦人がん死亡者が
０。歩数記録票のやり取り
とデータ集計により、町民
のウォーキング継続。国保
歯科健診を節目年齢で1月
から開始し18人が受診。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

健診受診、運動、食
事、禁煙、口腔衛生等
の生活習慣の改善

134 1099 健康寿命延伸事業

◇「はしかみ美味しい健康レシピ」の作成や普
及啓発、食生活改善事業を実施するなど、積極
的に健康づくりに取り組む団体への活動支援。
◆平成29年度から健康長寿のまちづくり推進事
業に変更。

健康福祉課 ◎拡充 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策14：安全・安心なまちづくり）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

住宅用太陽光発電シス
テム設置に係る補助金
の交付

住宅用太陽光発電シス
テム設置に係る補助金
の交付

予定どおり実施

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

平成28年度に補助金が
終了となるため、広報
紙やホームページ等で
住民に周知する。

H28

住宅用太陽光発電シス
テム設置に係る補助金
の交付

住宅用太陽光発電シス
テム設置に係る補助金
の交付

予定どおり実施

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

平成28年度で補助金終
了。

H29

H27

3件の依頼を想定 広報・ＨＰへ適宜掲載
している。

予定どおり広報した
が、申込件数は0件だっ
た。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

国の施策が95％を目標
としており、町もその
目標を目指す。

H28

3件の依頼を想定 広報・ＨＰへ適宜掲載
している。

予定どおり広報した
が、申込件数は0件だっ
た。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

住民及び事業者向けの
説明会を開催し、周知
を図る。

H29

3件の依頼を想定 広報・ＨＰへの掲載、
住民及び事業者向けの
説明会（１回）により
周知した。

予定どおり周知活動を
行ったが、申込件数は0
件だった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

耐震改修に係る補助事
業（安全安心リフォー
ム促進支援事業）と併
せて周知方法の見直し
を図る。

H27

耐震改修3件、性能向上
2件を想定

広報。ＨＰに掲載し、
事業のＰＲをしてい
る。

予定どおり広報した
が、申込件数は0件だっ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

ＰＲに関し検討する。

H28

耐震改修3件、性能向上
2件を想定

広報。ＨＰに掲載し、
事業のＰＲをしてい
る。

予定どおり広報等で募
集し、2件の申込があっ
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

住民及び事業者向けの
説明会を開催し、周知
を図る。

H29

耐震改修2件、性能向上
3件を想定

広報・ＨＰへの掲載、
住民及び事業者向けの
説明会（１回）により
周知した。

予定どおり住民及び事
業者向けの説明会を開
催したが、申込件数は0
件だった。 Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｂ

木造住宅耐震診断支援
事業と併せて周知を図
る。

H27

住宅困窮している低額
所得者に賃借し社会福
祉の増進に寄与してい
る。

家賃の徴収を行い、修
繕等適正に管理して
る。

安心して居住してお
り、予定どおり実施し
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

一部業務の外部委託を
検討する。

H28

住宅困窮している低額
所得者に賃借し社会福
祉の増進に寄与してい
る。

家賃の徴収を行い、修
繕等適正に管理して
る。

安心して居住してお
り、予定どおり実施し
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

一部業務の外部委託を
検討する。

H29

住宅困窮している低額
所得者に賃貸し社会福
祉の増進に寄与してい
る。

家賃の徴収を行い、修
繕等適正に管理して
る。

安心して居住してお
り、予定どおり実施し
た。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

一部業務の外部委託を
検討するとともに、外
壁等の修繕を検討す
る。

14

14

14

14

年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

4

4 10

2 木造住宅耐震診断支援事業
◇診断を希望する一般木造住宅の所有者へ耐震
診断員を派遣。

建設課 △継続 H27～H31

1 住宅用太陽光発電システム設置費補助金
◇住宅用太陽光発電システムを設置する方に1kw
当たり2万円、4kwを上限に補助。

町民生活課 △継続 H27～H28

4 10

10

4 町営住宅管理事業
◇赤保内字柳沢地内につくしヶ丘団地15棟（15
世帯）と道仏字榊山地内に榊山団地7棟（30世
帯）を提供し管理。

建設課 △継続 H27～H31 4 10

3 安全安心住宅リフォーム支援事業
◇町内の個人所有かつ居住している住宅を町内
の業者によりリフォームする方にその費用の一
部を補助。

建設課 △継続 H27～H31
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H27

町内全域（下水道認可区域
を除く。）の新築以外の住
宅を対象に設置費補助（予
定基数20基）

ＨＰ掲載及び広報、個
別相談会での周知。
（実績21基）

予定どおり実施。ＰＲ
効果により早期に予定
基数が達成された。

Ａ Ａ Ｂ Ａ Ｂ

水洗化率向上に向け、
確実に予定基数を達成
する。引続き継続。

H28

町内全域（下水道認可区域
を除く）の新築以外の住宅
を対象に設置費補助

ＨＰ掲載及び広報、個
別相談会で周知してい
る。

予定どおり実施し、１
５基の申請があった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

水洗化率向上に向け、
予定基数を達成できる
よう引続き継続する。

H29

町内全域（下水道認可区域
を除く）の新築以外の住宅
を対象に設置費補助（予定
基数２０基）

ＨＰ掲載及び広報、個
別相談会（２回）で周
知している。

周知活動を予定どおり
実施し、１６基の申請
があった。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

水洗化率向上に向け、
予定基数を達成できる
よう引続き周知活動を
継続する。

H27

公共下水道に接続する
ための融資あっせん。

工事説明会・個別相談
会において接続予定者
に対し制度の周知。

予定通り実施。
制度利用者９名（うち
新規１名）。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

利用件数は減少傾向で
あるが、接続推進に向
けて必要な制度。

H28

公共下水道に接続する
ための融資あっせん。

工事説明会・個別相談
会において接続予定者
に対し制度の周知。

予定通り実施。
制度利用者８名（うち
新規２名）。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

利用件数は減少傾向で
あるが、接続推進に向
けて必要な制度であり
引き続き周知を図る。

H29

公共下水道に接続する
ための融資あっせん。
（予定件数７件）

HP掲載・広報・工事説
明会及び個別相談会
（２回）において接続
予定者に対し制度の周
知。

周知活動を予定通り実
施。
制度利用者８名（うち
新規２名）。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

利用件数は減少傾向で
あるが、接続推進に向
けて必要な制度であり
引き続き周知を図る。

H27

自己資金で公共下水道
に接続した方に対し奨
励金を交付。（予定件
数30件）

工事説明会・個別相談
会において接続予定者
に対し制度を周知。

予定通り交付。（実績
27件）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

接続推進に向けて引続
き継続。制度の周知。

H28

自己資金で公共下水道
に接続した方に対し奨
励金を交付。

工事説明会・個別相談
会において接続予定者
に対し制度を周知。

予定通り交付。（実績
24件）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

接続推進に向けて引続
き継続。制度の周知。

H29

自己資金で公共下水道
に接続した方に対し奨
励金を交付。（予定件
数３０件）

HP掲載・広報・工事説
明会及び個別相談会
（２回）において接続
予定者に対し制度を周
知。

予定通り交付。（実績
２５件）

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

接続推進に向けて引続
き周知活動を継続。

H27

光ブロードバンドへの
加入促進（20世帯程度
の加入を目指す）

町民文化祭で光ブロー
ドバンドの紹介及び新
規加入促進活動の実
施。

町民文化祭で加入促進
活動を行った。町が整
備した東部地区の世帯
数：1470。加入世帯
数：416。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

タブレット教室を開催
し、利便性についてＰ
Ｒを行う。

H28

光ブロードバンドへの
加入促進（20世帯程度
の加入を目指す）

広報への記事掲載(2
月)、町内施設へポス
ター掲示(9月)し、周知
及び加入促進活動の実
施。

広報掲載、ポスタ―提
示をした。町が整備し
た東部地区の世帯
数:1470。加入世帯
数:430。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

操作方法等を周知し、
利便性についてＰＲを
行う。

H29

・光ブロードバンドへ
の加入促進（20世帯程
度の加入を目指す）

新田集会所でWi-Fi接続
方法の説明(7月)、広報
へ記事を掲載(3月)し、
周知及び加入促進活動
の実施。

操作説明、広報掲載を
した。町が整備した東
部地区の世帯数：
1470。加入世帯数：
447。

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

Wi-Fi接続方法について
説明し、利便性につい
てＰＲを行う。

14

14

14

14

建設課 △継続 H27～H31 4 10

6 水洗便所等工事資金補給金補助金

◇公共下水道施設に接続するために、水洗化工
事、浄化槽切替工事又は排水設備工事を行い、
指定融資機関から資金の融資を受けた方に利子
補給金を補助。

建設課 △継続 H27～H31

4 10

4 10

7 公共下水道接続奨励金

◇公共下水道の処理区域内で、公共下水道に接
続するための工事を行う方に奨励金を交付。
◇くみ取り式トイレ又は単独処理浄化槽から切
替えた場合　6万円
◇合併処理浄化槽から切替えた場合　3万円

建設課 △継続 H27～H31

5 合併処理浄化槽設置費補助金

◇単独浄化槽又はくみ取り式トイレと併せて生
活雑排水を処理する合併処理浄化槽への切換え
を行う方に補助。
◇新築住宅への設置は対象外
◇5人槽：52万9千円、7人槽：66万2千円、10人
槽：89万7千円

4 1047 光ケーブル管理事業

◇東部地区は町が、中央・西部地区はＮＴＴが
管理。
◇町のブロードバンド人口カバー率はほぼ
100％。

総務課 △継続 H27～H31
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H27

地域住民の創意工夫に
より自らが共同作業で
実施する事業に対し補
助金を交付（8事業を予
定）

地域主導の環境整備事
業等が行われた。（5事
業実施）

予定どおり実施。地域
の活性化に直結する事
業の推進が図られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

地域の実情に合わせた
交付の仕方を考える必
要がある。

H28

地域住民の創意工夫に
より自らが共同作業で
実施する事業に対し補
助金を交付（8事業を予
定）

地域主導の環境整備事
業等が行われた。（6事
業実施）

予定どおり実施。地域
の活性化に直結する事
業の推進が図られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

地域の実情に合わせた
交付の仕方を考える必
要がある。

H29

地域住民の創意工夫に
より自らが共同作業で
実施する事業に対し補
助金を交付（6事業を予
定）

地域主導の環境整備事
業等が行われた。（6事
業実施）

予定どおり実施。地域
の活性化に直結する事
業の推進が図られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

要綱と実情を精査し、
制度について検討する
必要がある。

H27

地域住民の連帯強化を
図りながら各々の地区
計画を推進するため、
各地域に地区計画推進
交付金を交付。

各地区の活動状況を確
認しながら、地区計画
推進交付金を交付し
た。

予定どおり実施するこ
とで、地区計画の推進
が図られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

引き続き継続する。

H28

地域住民の連帯強化を
図りながら各々の地区
計画を推進するため、
各地域に地区計画推進
交付金を交付。

各地区の活動状況を確
認しながら、地区計画
推進交付金を交付し
た。

予定どおり実施するこ
とで、地区計画の推進
が図られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

引き続き継続する。

H29

地域住民の連帯強化を
図りながら各々の地区
計画を推進するため、
各地域に地区計画推進
交付金を交付。

各地区の活動状況を確
認しながら、地区計画
推進交付金を交付し
た。

予定どおり実施するこ
とで、地区計画の推進
が図られた。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ａ

づくり地区計画の推進
のため引き続き継続に
する。

H27

LED防犯灯への交換に係
る補助金の交付

できる限り当該年度の9
月までに事業が完了す
るよう行政委員に依
頼。

予定どおり実施。LED防
犯灯への交換による二
酸化炭素排出量及び電
気料の軽減。 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

LED防犯灯への早期交
換。

H28

LED防犯灯への交換に係
る補助金の交付

できる限り当該年度の9
月までに事業が完了す
るよう行政委員に依
頼。

予定どおり実施。LED防
犯灯への交換による二
酸化炭素排出量及び電
気料の軽減。 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

LED防犯灯への早期交
換。LED交換済み防犯灯
の維持補修費に係る補
助金の検討。

H29

LED防犯灯への交換に係
る補助金の交付。

できる限り当該年度の9
月までに事業が完了す
るよう行政委員に依
頼。LED防犯灯交換370
基。

予定どおり実施。LED防
犯灯への交換による二
酸化炭素排出量及び電
気料の軽減。 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ａ

LED防犯灯への早期交
換。LED交換済み防犯灯
の維持補修費に係る補
助金の検討。

H27

LED防犯灯電気料に係る
補助金の交付

LED防犯灯電気料に係る
補助金の交付

予定どおり実施。町内
会負担の軽減。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

LED防犯灯への早期交
換。

H28

LED防犯灯電気料に係る
補助金の交付

LED防犯灯電気料に係る
補助金の交付

予定どおり実施。町内
会負担の軽減。LED化率
の向上に伴い、補助金
が減少傾向にある。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

LED防犯灯への早期交
換。

H29

LED防犯灯電気料に係る
補助金の交付。

LED等防犯灯(2,245基
分)電気料に係る補助金
の交付。

予定どおり実施。町内
会負担の軽減。LED化率
の向上に伴い、補助金
が減少傾向にある。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

LED防犯灯への早期交
換。

14

14

14

144 10

51 地区計画推進交付金
◇地区まちづくり計画の推進のため、世帯数の
区分に応じて行政区等に対し交付金を交付。

総合政策課 △継続 H27～H29

50 協働のまちづくり支援事業費補助金◇協働のまちづくりに取組む団体に対し補助。 総合政策課 △継続 H27～H31

4 10

10

53 防犯灯電気料補助金
◇行政区等で管理している防犯灯の電気料金を
前年度実績の100％で補助。

町民生活課 △継続 H27～H31 4 10

52 防犯灯設置費補助費補助金
◇行政区等で設置するLED防犯灯の新設・交換に
係る費用を補助。

町民生活課 △継続 H27～H31 4
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H27

八戸市への負担金の支
払い

八戸市への負担金の支
払い

予定どおり実施。相談
者に専門的な窓口への
案内が可能となり、職
員の事務負担が軽減。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

適正な負担金の執行。

H28

八戸市への負担金の支
払い

八戸市への負担金の支
払い

予定どおり実施。相談
者に専門的な窓口への
案内が可能となり、職
員の事務負担が軽減。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

適正な負担金の執行。

H29

八戸市への負担金の支
払い。

八戸市への負担金の支
払い。
八戸市消費生活セン
ター相談件数41件(階上
町分、平成29年4月から
12月まで)

予定どおり実施。相談
者に専門的な窓口への
案内が可能となり、職
員の事務負担が軽減。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

適正な負担金の執行。

H27

青森銀行及びみちのく
銀行へ貸付金を預託。

青森銀行及びみちのく
銀行へ貸付金を預託。

予定どおり実施。相談
者に専門的な窓口への
案内が可能となり、職
員の事務負担が軽減。 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

適正な預託金の執行。

H28

青森銀行及びみちのく
銀行へ貸付金を預託。

青森銀行及びみちのく
銀行へ貸付金を預託。

予定どおり実施。相談
者に専門的な窓口への
案内が可能となり、職
員の事務負担が軽減。 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

適正な預託金の執行。

H29

青森銀行及びみちのく
銀行へ貸付金を預託。

青森銀行及びみちのく
銀行へ貸付金を預託。
○消費者救済資金新規
貸付0件
○生活再建資金新規貸
付2件(760,000円)

予定どおり実施。相談
者に専門的な窓口への
案内が可能となり、職
員の事務負担が軽減。 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

適正な預託金の執行。

H27

ごみの運搬収集業務を
業者に委託。

平成27年度から可燃ご
みの収集を6月から9月
までの期間週2回とし
た。

予定どおり実施。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

確実な事業の遂行。

H28

ごみの運搬収集業務を
業者に委託。

回収量増を目的に、小
型家電回収ボックスの
投入口を拡大した。

予定どおり実施。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

確実な事業の遂行。

H29

ごみの運搬収集業務を
業者に委託。

予定通り実施。ごみ収集により町の
環境衛生が保たれた。
可燃ごみ：2,576ｔ
不燃ごみ：　120ｔ
資源物　：　425ｔ
粗大ごみ：　147ｔ
有害ごみ：　　4ｔ

予定どおり実施。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

確実な事業の遂行。

H27

獣医師への委託による
狂犬病予防注射の実
施。

各地区巡回による予防
注射を実施。

予定どおり実施。町民
負担の軽減及び予防注
射の一定数の確保。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

確実な事業の実施。

H28

獣医師への委託による
狂犬病予防注射の実
施。

各地区巡回による予防
注射を実施。未接種の
飼い主には勧奨通知を
した。

予定どおり実施。町民
負担の軽減及び予防注
射の一定数の確保。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

確実な事業の実施。

H29

獣医師への委託による
狂犬病予防注射の実
施。

各地区巡回による予防
注射を実施。未接種の
飼い主には勧奨通知を
した。29年度実績:784
頭。

予定どおり実施。町民
負担の軽減及び予防注
射の一定数の確保。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ

確実な事業の実施。

14

14

14

14

10

55 多重債務整理資金等貸付事業預託金
◇多重債務で困窮している町民が、生活再建相
談及び債務整理資金・生活再建資金の貸付を利
用できるよう消費者信用生活協同組合と提携。

町民生活課 △継続 H27～H31 4 10

54 八戸圏域消費生活相談広域連携負担金
◇消費生活センターを設置している八戸市と周
辺市町村が事務協定を締結。
◇地域における消費生活相談を広域的に連携。

町民生活課 △継続 H27～H31 4

10

57 狂犬病予防注射事業
◇狂犬病の感染（まん延）防止を図るために、
獣医師と地区を巡回して予防注射の接種を実
施。

町民生活課 △継続 H27～H31 4 10

56 ごみ収集事業

◇可燃ごみは週1回（6月～9月は週2回）、不燃
ごみは（月1回）、資源ごみは週1回（品目によ
り月2回）、粗大ごみは奇数月（年6回）の収集
を実施。
◇有害ごみ（乾電池・蛍光管）は、協力店にお
いて回収。

町民生活課 △継続 H27～H31 4
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策14：安全・安心なまちづくり）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

火葬料に係る補助金を
交付。

火葬料に係る補助金を
交付。

予定どおり実施。町民
負担の軽減。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

適正な補助金の執行。

H28

火葬料に係る補助金を
交付。

火葬料に係る補助金を
交付。

予定どおり実施。町民
負担の軽減。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

適正な補助金の執行。

H29

火葬料に係る補助金を
交付。

火葬料に係る補助金を
交付。（H29年度実績81
件）

予定どおり実施。町民
負担の軽減。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

適正な補助金の執行。

H27

新規設置予定
　　　　　　5台

新規設置数　3台
年間利用実人数　25人

予定通り実施。
緊急通報　7件
停電通報　7件
電池切通報　7件
相談通報　5件

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

携帯電話の普及によ
り、利用者数は減って
いるが、必要と思われ
る人には勧奨する。

H28

新規設置予定
　　　　　　6台

新規設置数　0台
年間利用実人数　25人

予定通り実施。
緊急通報　6件
停電通報　2件
電池切通報　1件
相談通報　0件

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

独居高齢者に対して、
引き続き勧奨継続す
る。

H29

新規設置予定
　　　　　　5台

新規設置数　0台
年間利用実人数　20人

予定通り実施。
緊急通報　4件
停電通報　2件
電池切通報　6件
相談通報　1件
故障通報　8件

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

独居高齢者は増えてい
るが、携帯電話の普及
等により、利用者数は
減っている。引き続き
勧奨継続する。

H27

25区域の除雪及び3区域
に融雪剤散布の委託を
する。

12月から3月まで状況に
より出動する委託を実
施した。

予定どおり実施、交通
確保に努めた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

作業車両や作業業者の
確保（経費等の検
討）。

H28

25区域の除雪及び3区域
に融雪剤散布を委託す
る。

12月から3月まで路面状
況に応じた除雪及び融
雪剤散布を行い、安全
安心な生活道路を確保
した。

苦情件数が少なく、町
へのお礼も届いたこと
から、住民の安全安心
な生活道路を確保する
ことができた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

作業車両やｵﾍﾟﾚｰﾀの確
保及び経費削減

H29

25区域の除雪及び3区域
に融雪剤散布を委託す
る。

12月から3月まで路面状
況に応じた除雪及び融
雪剤散布を行い、安全
安心な生活道路を確保
した。

除雪機械の減少した工
区もあったが、除雪業
者どおしの連携によ
り、予定どおり安全安
心な生活道路を確保す
ることができた。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

作業車両やｵﾍﾟﾚｰﾀの確
保及び経費削減

H27

目視による河川海岸施
設の安全点検及び水質
異常時の報告等を依頼
している。

3名を巡視員として委嘱
し、年26回目視による
点検・巡視を行ってい
る。

予定どおり実施し、異
常案件は発生していな
い。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

継続実施していくが、
環境対策へ重点を移行
するかの検討を要す
る。

H28

目視による河川海岸施
設の安全点検及び水質
異常時の報告等を依頼
している。

3名を巡視員として委嘱
し、年26回目視による
点検・巡視を行ってい
る。

予定どおり実施し、異
常案件は発生していな
い。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

継続実施していくが、
環境対策へ重点を移行
するかの検討を要す
る。

H29

目視による河川海岸施
設の安全点検及び水質
異常時の報告等を依頼
する。

3名を巡視員として委嘱
し、年26回目視による
点検・巡視を行ってい
る。

予定どおり実施し、異
常案件は発生していな
い。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

継続実施していくが、
巡視ポイントや人数の
見直しを検討する。

14

14

14

1410

4 10

59 緊急通報体制等整備事業
◇ひとり暮らしの高齢者に対する緊急時の安否
や健康状態、健康状況の確認を行うため、委託
による確認と緊急通報装置の給付を実施。

健康福祉課 △継続 H27～H31

58 火葬料補助金
◇他市町村の斎場を町民が利用しているため、
申請者に対して火葬料の半額を補助。

町民生活課 △継続 H27～H31

4

10

63 河川・海岸巡視事業
◇水環境保全のため、河川、海岸の構造物や周
辺を定期的に巡視。

建設課 △継続 H27～H31

62 除雪作業 ◇冬期間の町道の除雪及び融雪剤散布を実施。 建設課 △継続 H27～H31

4 10

4
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年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

浸透池対策委託を実施 状況を把握し、36箇所
の調整池の草刈りを実
施。浸水対策として1箇
所の浚渫維持工事を実
施した。

予定どおり実施し、生
活環境美化及び衛生対
策に効果があった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

継続実施し、生活環境
の保全を進める。

H28

浸透池対策委託を実施 状況を把握し、36箇所
の調整池の草刈りを実
施。浸水対策として1箇
所の浚渫維持工事を実
施した。

予定どおり実施し、生
活環境美化及び衛生対
策に効果があった。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

継続実施し、生活環境
の保全を進める。

H29

浸透池対策委託を実施 状況を把握し、37箇所
の調整池の草刈りを実
施した。

維持管理上、必要な業
務を実施し、生活環境
美化及び衛生対策に効
果があった。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

継続実施し、生活環境
の保全を進める。

H27

国立公園内の道路やみ
ちのく潮風トレイル箇
所の草刈り作業を委託
する。

9㎞の区間を年2回作業
を委託により実施し
た。

景観対策として予定ど
おり実施した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

観光、景観対策とし
て、継続実施する。

H28

国立公園内の道路やみ
ちのく潮風トレイル箇
所の草刈り作業を委託
する。

9㎞の区間を年2回作業
を委託により実施し
た。

景観対策として予定ど
おり実施した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

観光、景観対策とし
て、継続実施する。

H29

国立公園内の道路やみ
ちのく潮風トレイル箇
所の草刈り作業を委託
する。

9㎞の区間を年2回作業
を委託により実施し
た。

景観対策として予定ど
おり実施した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

観光、景観対策とし
て、継続実施する。

H27

空き家状況を調査し、
対策を検討する。

行政区より聴取し、町
内全域の対象物件の現
地確認の委託を実施し
た。

対象物件290件を調査し
た。

Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ

詳細な調査を要するも
のもあり、今後、活
用・除去等の資料とし
て活用する。

H28

H29

H27

対象者数　　　　1,809
人
開催会場　　　　12か
所

参加者数　691人
参加率　38.2％

来賓　　　70人
関係者　　240人

予定通り実施。
長寿を祝い、地区の交
流が図られ、高齢者の
励み、生きがいとなっ
ている。

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

地区によって参加率の
差がでてきているた
め、補助金額の見直し
を行う。

H28

対象者数
　　　　1,857人
開催会場
　　　　12か所

参加者数　698人
参加率　37.5％

来賓　　　73人
関係者　　221人

予定通り実施。
27年度より参加者数が
若干増え、高齢者の励
み、生きがいとなって
いる。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

地区によって参加率の
差がでてきているた
め、補助金額の見直し
を行う。

H29

対象者数
　　　　1,910人
開催会場
　　　　12か所

参加者数　732人
参加率　38.3％

来賓　　　70人
関係者　　222人

予定通り実施。
28年度より参加者数が
34名増え、高齢者の励
み、生きがいとなって
いる。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

地区によって参加率の
差がでてきているた
め、補助金額の見直し
を行う。

14

14

14

14

建設課 △継続 H27～H31 4 10

65 三陸復興国立公園階上岳内草刈事業
◇三陸復興国立公園に指定された階上岳の町道
と林道について、安全な通行の確保のため、草
刈りを実施。

建設課 △継続 H27～H31

4 10

4 10

66 空き家状況調査事業 ◇町内に所在する空き家について状況を調査。 建設課 △継続 H27～H31

64 調整池維持管理事業
◇在宅団地内の調整池の浸透維持管理として、
浸透対策と49か所の草刈を実施。

4 1070 敬老会補助金
◇町社会福祉協議会が窓口となって行政区等で
実施している敬老会に係る経費への補助。

健康福祉課 △継続 H27～H31
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Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ
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H27

大蛇老人クラブを発足
し、9単位で活動を行
う。
50周年記念事業実施

連合会ではスポーツに
積極的に取り組み、三
戸郡大会で１０連覇を
成し遂げた。

大蛇老人クラブが発足
できず、8単位で活動し
た。定期的に集う地区
がでてきている。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

大蛇地区に老人クラブ
がなく、参加できない
状況があるため、次年
度発足を目指す。

H28

大蛇老人クラブを発足
し、9単位で会員を増や
し活動を行う。

会員増強運動に取組
み、新会員の勧誘に勤
めた。

大蛇老人クラブが発足
できず、9単位で活動し
た。定期的に集う地区
がでてきている。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

大蛇地区に老人クラブ
発足を目指したが、断
念したため、次年度予
算には要求しない。

H29

8単位老人クラブおよび
連合会で活動を行う。

会員増強運動に取組
み、新会員の勧誘に努
めた。

高齢により退会する会
員もいるが、全体で新
会員37名が加入するこ
ととなった。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

新会員加入により、活
動が活発になると思わ
れる。単位の会員数に
差がでてきている。

H27

100歳　4人
88歳　75人

27年度より敬老会参加
者には町長が直接手渡
したことで、地区の皆
さんから祝福された。

死亡者があったため、
当初の予定人数より減
少
100歳　3人
88歳　68人

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

祝金だけではなく、88
歳にお祝い状を渡すこ
とで、より喜びが増す
と思われる。

H28

100歳　3人
88歳　61人

予定通り実施。28年度
からお祝い状を全員に
手渡したことで、大変
喜ばれた。

死亡者があったため、
当初の予定人数より減
少
100歳　3人
88歳　55人

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

88歳祝金にお祝い状と
筒を同時に贈呈するこ
とを継続する。

H29

100歳　4人
88歳　82人

予定通り実施。
敬老会で本人、家族含
め直接受け取った人
が、53人（72.6％）お
り、皆に祝福された。

死亡者があったため、
当初の予定人数より減
少
100歳　2人
88歳　73人

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

88歳祝金にお祝い状と
筒を同時に贈呈するこ
とを継続し、次年度よ
り記念写真も送ること
とする。

H27

専門業者への委託によ
る水質調査の実施。

専門業者への委託によ
る水質調査の実施。

予定どおり実施。異常
が発生した場合、速や
かに対応が可能。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

確実な事業の実施。

H28

専門業者への委託によ
る水質調査の実施。

専門業者への委託によ
る水質調査の実施。

予定どおり実施。異常
が発生した場合、速や
かに対応が可能。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

確実な事業の実施。

H29

専門業者への委託によ
る水質調査の実施。

専門業者への委託によ
る、河川や水路、海岸
等21箇所の水質調査を
春と夏の年2回実施。

予定どおり実施。異常
が発生した場合、速や
かに対応が可能。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

確実な事業の実施。

H27

自主防災組織による訓
練実施の促進

防災訓練実施に伴う促
進を図り、実施する際
には内容について相談
などの支援をし、19組
織中9組織が訓練を実施
した。

19組織全組織の訓練実施
は、達成できなかったが組
織設立後初の実施を2組織
が行い少しずつではある
が、防災意識が高まってき
ている。

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ

未実施の組織に対する
訓練実施の呼びかけを
行う。

H28

自主防災組織による訓
練実施の促進、研修会
への参加、地域での防
火広報

総合防災訓練を西部地区
で、その他耳ヶ吠東、耳ヶ
吠西、蒼前、榊・駅前、道
仏地区で訓練を実施。実施
にあたり内容について相談
などの支援した。

19組織全組織の訓練実施
は、達成できなかったが、
西部地区では組織設立後初
の実施を行い少しずつでは
あるが、防災意識が高まっ
てきている。

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ

西部地区については、組織
個別の訓練実施、他組織に
関しても定期的な訓練実施
を呼びかけを行う。

H29

自主防災組織による訓
練実施の促進、研修会
への参加、地域での防
火広報

各自主防災組織に会長
用ベスト購入及び損傷
の激しい火災予防のぼ
り旗の更新を行った。

7地区で防災訓練を実施
するなど防災意識が高
まっている。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

未実施の組織に対し、
訓練実施の呼びかけを
行う。

14

14

14

14

71 老人クラブ補助金
◇9単位老人クラブと町の老人クラブ連合会の活
動費に対する補助。

健康福祉課 △継続 H27～H31 4 10

4

10

73 水質等測定事業
◇太平洋沿岸へ流れ出る河川や水路、海岸等20
箇所の水質調査を行う。

町民生活課 △継続 H27～H31 4 10

72 敬老祝金
◇敬老祝金として100歳に10万円、88歳に1万円
を支給。

健康福祉課 △継続 H27～H31 4

1074 地域防災活動事業 ◇防災訓練など地域防災活動を推進。 総務課 △継続 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策14：安全・安心なまちづくり）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

防災士の資格取得のた
め補助金を交付するこ
とで自主防災組織内の
防災士の育成を図る。
（19名分）

町内にある全19の自主
防災組織において1人防
災士資格取得者を育成
した。

予定どおり19組織19人
が資格取得できた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

全ての組織に1人防災士
を育成できたが、1人だ
けでは負担が大きいた
めさらに1組織内に複数
の防災士を育成できる
ようにする。

H28

防災士の資格取得のた
め補助金を交付するこ
とで自主防災組織内の
防災士の育成を図る。
（19名分）

町内にある全自主防災
組織において2人以上の
防災士を設置するよ
う、講習会の参加案内
をした。

新たに5人が資格を取得
できた。

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ

全ての組織に2人以上の
防災士を育成できるよ
うにする。

H29

防災士の資格取得のた
め補助金を交付するこ
とで自主防災組織内の
防災士の育成を図る。

町内にある全自主防災
組織において2人以上の
防災士を設置するよ
う、講習会の参加案内
をした。

八戸会場での防災士養
成講座が開催されな
かったこともあり、実
績は無しであった。 Ａ Ａ Ａ Ｃ Ａ

全ての組織に2人以上の
防災士を育成できるよ
うにする。

H27

消防用活動靴
(78足)購入

170足購入済み 170足購入できたことに
より消防力強化が図ら
れた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

まだ未配備の装備品に
ついて、順次配備して
いく。

H28

雨衣上下(88着)
ヘルメット
（170個）購入

雨衣上下(88着)、へルメッ
ト（170個）購入済み。他
に公務災害基金より耐切創
性手袋（170組）購入済
み。

消防団員の装備品購入
により消防力強化が図
られた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

まだ未配備の装備品に
ついて、順次配備して
いく。

H29

防寒衣（85着） 防寒衣（85着） 消防団員の装備品購入
により消防力強化が図
られた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

まだ未配備の装備品に
ついて、順次配備して
いく。

H27

消火栓標識の交換（60
か所）

319か所中72か所交換済
み。

予定では60か所であっ
たが、12か所多く交換
でき、進捗が図られ
た。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

今後も毎年60か所の計
画で進め、5か年で全か
所交換し、消防力強化
を図る。

H28

消火栓標識の交換（60
か所）

320か所中132か所交換
済み。

予定通り60か所交換で
きた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

今後も毎年60か所の計
画で進め、あと4か年で
全か所交換し、消防力
強化を図る。

H29

消火栓標識の交換（60
か所）

320か所中192か所交換
済み。

予定どおり60か所交換
できた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

今後も毎年60か所の計
画で進め、あと3か年で
全箇所交換し、消防力
強化を図る。

H27

消火栓の新設設置箇所
を選定し、１基設置す
る。

階上分署と設置個所につい
て相談し、設置場所につい
て決定。しかし、維持管理
（修理及び移設）を優先し
たことで、新設はしなかっ
た。

既設の消火栓の修繕や移設
を優先したため新設はない
が、旧式の消火栓を新しく
ことができ、現行の器具で
消火栓の開閉が行うことが
できるようになった。

Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｂ

分署と水利の充足率な
どを踏まえ設置個所に
ついて検討し、新設し
ていく。

H28

消火栓の新設設置箇所
を選定し、１基設置す
る。

階上分署と設置個所に
ついて相談し、設置場
所について決定。予定
通り1基新設した。

予定通り1基新設したこ
とにより、消防力強化
が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

分署と水利の充足率な
どを踏まえ設置個所に
ついて検討し、新設し
ていく。

H29

消火栓の新設設置箇所
を選定し、１基設置す
る。

階上分署と設置個所に
ついて相談し、設置場
所について決定。予定
どおり1基新設した。

予定どおり1基新設した
ことにより、消防力強
化が図られた。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

分署と水利の充足率な
どを踏まえ設置個所に
ついて検討し、新設し
ていく。

14

14

14

14

総務課 △継続 H27～H31 4

75 地域防災リーダー（防災士）育成事業
◇地域防災の担い手を育成し、地域防災力の向
上を図るため、防災士の資格取得のための補助
金を交付。

総務課 △継続 H27～H31 4 10

10

77 消火栓標識交換事業
◇老朽化により表示内容がわからなくなった消
火栓の標識（看板）の更新。

総務課 △継続 H27～H31

4 10

4 10

78 消火栓新設工事負担金
◇消火栓を新設するための水道企業団に対する
負担金。

総務課 △継続 H27～H31

76 消防団員装備品整備事業 ◇消防団員の装備品を整備。
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策14：安全・安心なまちづくり）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

販売促進策の検討 町ＨＰによるＰＲ。問
い合わせへの対応。

2件の問い合わせがあっ
たものの、販売にはつ
ながらなかった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

これまで分譲販売のみ
行ってきたが、定住促
進策と併せて活用方法
を検討する必要があ
る。

H28

販売促進策の検討 町ＨＰによるＰＲ。問
い合わせへの対応。現
地への簡易看板の設
置。

1件の問い合わせがあっ
たものの、販売にはつ
ながらなかった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

これまで分譲販売のみ
行ってきたが、定住促
進策と併せて活用方法
を検討する必要があ
る。

H29

販売促進策及び土地利
活用の検討

町ＨＰによるＰＲ。問
い合わせへの対応。現
地への簡易看板の設
置。定住促進制度の策
定。

1件の問い合わせがあっ
たものの、販売にはつ
ながらなかった。

Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ

30年度より定住促進助
成制度を開始。併せて
引き続きPRを行う。

H27

新築10軒を予定し補助
金を交付する。

広報、ＨＰに掲載しＰ
Ｒしてる。

予定どおり実施し、9件
活用した。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

子育て世帯への配慮や
ＰＲ方法について検証
する。

H28

新築10軒を予定し補助
金を交付する。

広報、ＨＰに掲載しＰ
Ｒしてる。

予定どおり実施し、3件
活用した。

Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

募集期間の見直しを行
うことで、補助対象者
の拡充を図る。

H29

新築10軒を予定かつ、
子育て世帯に対し、補
助金をかさ上げし交付
する。

広報等によりＰＲする
とともに、事業全体の
見直しを行い、新規事
業計画を策定した。

予定どおり実施し、H30
年度より移住定住を含
めた新規事業計画を創
設した。 Ｂ Ａ Ａ Ａ Ｂ

町内外の住民及び業者
に対して、広報やＨ
Ｐ、チラシの配布等に
より周知を図る。

H27

H28

年度内での制度設計に
向けた検討を行う。

庁内組織（空き家等対
策検討委員会）を設置
し、検討の上、制度設
計をした。

予定どおり制度設計
し、次年度より空き家
バンク制度を実施す
る。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

空き家情報の収集と発
信を行い、移住・定住
を促進していく。

H29

制度を実施し、空き家
情報の収集と発信を行
い、移住定住を促進す
る。

・制度を実施し、制度
の周知、物件登録や利
用登録の相談対応（5
件）を行った。
・宅建協会との連携協
定を締結した。

予定どおり制度を実施
した。利用登録はある
ものの、物件登録がな
い。 Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

空き家情報の収集と発
信を行い、移住・定住
を促進していく。

H27

H28

事業内容の検討 人口減少対策として、
移住・定住を促進する
ための事業内容を検討
した。

予定通り実施した。他
市町村の事例を調査し
た。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

制度設計及び財源確保

H29

事業計画策定 人口減少対策として、
移住・定住を促進する
事業計画を策定した。

予定通り実施し、次年
度以降の子育て世帯、
移住者を支援する事業
を創設した。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ

町内外の住民及び業者
に対して、広報やＨ
Ｐ、チラシの配布等に
より周知を図る。

14

14

14

14

4 10

4 10

86 新築住宅支援事業

◇個人住宅を町内の業者により新築・購入する
方に対象工事費の1%（上限額30万円）を補助。
◆子育て中の世帯の場合は、対象工事費の補助
率を上乗せ。

建設課 ◎拡充 H27～H31

85 駅前中央団地分譲

◇道仏字榊山地内に住宅団地11区画を分譲。
◇坪単価は42,570円、分譲面積は68坪から142
坪。
◆子育て中の世帯に対する優遇制度を導入する
など、販売促進を図る。

総合政策課 ◎拡充 H27～H31

101 空き家バンク事業
◆「空き家バンク」を創設し、空き家情報の収
集と発信を行い、移住・定住を促進。

総合政策課 ■新規 H28～H31 4 10

102 子育て移住者支援事業
◆子育て中の世帯が空き家バンクを活用し、移
住・定住をする場合に、その空き家のリフォー
ム費用等を一部助成。

建設課 ■新規 H28～H31 4 10
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策14：安全・安心なまちづくり）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置
年度 基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

H27

H28

空き家等の適正管理及
び有効活用に関しての
条例制定を検討する。

庁内組織（検討委員
会）を組織し、条例制
定の検討を行った。

予定どおり実施。平成
29年4月1日施行の新規
条例制定した。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

空き家等対策計画の策
定に向けた検討を行
う。

H29

階上町空き家等の対策
の推進に関する条例に
基づく空き家等対策計
画策定を検討する。

空き家等対策計画策定
についての先進地事例
等の情報収集を行っ
た。

現地調査及び計画策定
についての費用算定及
び財源確保の検討を行
い、翌年度の事業実施
予定とした。

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

現地調査及び計画策定
について、翌年度の事
業実施を行う。

H27

女性消防クラブ(6団
体）及び少年消防クラ
ブ(2団体)育成

道仏少年消防クラブの
設立

道仏少年消防クラブが
設立され、地域防災を
担う人材育成が図られ
た。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

消防団員確保や他の地
域においても少年・女
性消防クラブを増設
し、クラブの活性化を
目指す。

H28

町広報紙などによる消
防団のPRや団員募集。
女性消防クラブ(6団体)
及び少年消防クラブ(3
団体)育成事業推進

町広報紙などによる消防団
のPRや団員募集。女性消防
クラブ(6団体)及び少年消
防クラブ(3団体)に対し育
成事業を進め、活動への報
奨金助成を行った。

団員募集、育成事業と
もに予定どおり実施さ
れ、地域の防災を担う
人材育成が図られた。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

消防団員確保や他の地
域においても少年・女
性消防クラブを増設
し、クラブの活性化を
目指す。

町広報紙などによる消
防団のPRや団員募集。
女性消防クラブ(6団体)
及び少年消防クラブ(3
団体)育成事業推進

町広報紙などによる消防団
のPRや団員募集。女性消防
クラブ(6団体)及び少年消
防クラブ(3団体)に対し育
成事業を進め、活動への報
奨金助成を行った。

団員募集、育成事業と
もに予定どおり実施さ
れ、地域の防災を担う
人材育成が図られた。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

消防団員確保や他の地
域においても少年・女
性消防クラブを増設
し、クラブの活性化を
目指す。

14

14

103 空き家・空きアパート対策事業 ◆老朽化した建物の管理指導。 総合政策課 ■新規 H28～H31

4 10

4 10

104 消防団加入促進事業

◇消防団活動の周知・PR。
◇少年消防クラブ・女性消防クラブへの支援。
◆少年消防クラブ等の体制強化による地域防災
を担う人材の育成。

総務課 ◎拡充 H27～H31
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総合戦略一次評価（平成29年度末現在） （施策15：広域連携の推進）

Ｐ Ｄ Ｃ 評 価 Ａ

計画 実施・行動 分析・評価 必要性 効果性 分権度 達成度 協働 改善・処置

H27

消防、ごみ・し尿処
理、介護福祉などに関
する業務を共同で行う
一部事務組合への負担
金

消防、ごみ・し尿処理、介
護福祉などに関する業務を
共同で行うことにより、効
率性・経済性が保たれた。

予定通り実施。複数の
公共団体で行う方が効
率的・経済的である。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

引き続き継続する。

H28

消防、ごみ・し尿処
理、介護福祉などに関
する業務を共同で行う
一部事務組合への負担
金

消防、ごみ・し尿処理、介
護福祉などに関する業務を
共同で行うことにより、効
率性・経済性が保たれた。

予定通り実施。複数の
公共団体で行う方が効
率的・経済的である。

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

引き続き継続する。

H29

消防、ごみ・し尿処
理、介護福祉などに関
する業務を共同で行う
一部事務組合への負担
金

消防、ごみ・し尿処理、介
護福祉などに関する業務を
共同で行うことにより、効
率性・経済性が保たれた。

予定どおり実施。複数
の公共団体で行う方が
効率的・経済的であ
る。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

引き続き継続する。

H27

八戸市との定住自立圏
形成協定による事業推
進のための負担金

八戸市と相互に役割分
担し、連携・協力する
定住自立圏構想の推進
が図られた。

予定どおり実施。定住
自立圏に取り組むこと
で、国からの財政支援
も受けられた。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

引き続き、継続する。

H28

八戸市との定住自立圏
形成協定による事業推
進のための負担金

八戸市と相互に役割分
担し、連携・協力する
定住自立圏構想の推進
が図られた。

予定どおり実施。定住
自立圏に取り組むこと
で、国からの財政支援
も受けられた。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

平成29年4月1日に八戸
圏域連携中枢都市圏へ
移行のため、定住自立
圏は、廃止する。

H29

八戸市との連携中枢都
市圏の形成に係る連携
協約による事業推進の
ための負担金

八戸市と相互に役割分
担し、連携・協力する
連携中枢都市圏構想の
推進んが図られた。

予定どおり実施。連携
中枢都市圏に取り組む
ことで、国からの財政
支援も受けられた。 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

平成29年4月1日に定住
自立圏から移行したも
の。引き続き、継続す
る。

H27

図書管理ステムを利用
した図書データ管理

子ども・子育て世代を
中心にアンケートを取
り、図書室の利用につ
いて調査した。

書籍の検索が、図書室
でしかできず、不便を
感じていることが判明
した。 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

既存の図書管理システ
ムにwebによる検索機能
を追加する。

H28

図書管理システムを公
開し、webによる検索
サービスを供用する。

個人のパソコンや携帯
など図書室のある施設
へ足を運ばなくても図
書検索や貸し出し状況
が分かるようシステム
を導入した。

予定通り、図書システ
ムの導入を実施し、利
用者の利便性に繋がっ
た。 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ

図書管理システム事業
を継続することで、地
域住民の図書室利用が
見込まれる。

H29

図書管理システムを公
開し、webによる検索
サービスを供用する。

インターネット公開に
よる蔵書検索システム
の運用により、利用者
の利便性を促した。

システムの運用を継続
し、町内の図書環境を
維持した。

Ａ Ａ Ａ Ｂ Ａ

蔵書検索システムの活
用を促進するため、周
知を強化し、利用者の
拡充を図る。

15

15

15

基本目標 プロジェクト 施策NO 事業名称 事業内容 担当課 区分 事業期間

4 10

4 10

68 定住自立圏構想負担金

◇定住自立圏連携事業に対する負担金。
◇ドクターカー運行、安全・安心情報発信、障
害支援区分判定審査事務、南郷そばセンター共
同利用など7事業に係る経費を負担。

総合政策課 △継続 H27～H31

1090

年度

67 八戸地域広域市町村圏事務組合負担金
◇八戸地域広域市町村圏事務組合で行っている
消防、し尿処理、ゴミ処理等に対する負担金。

総合政策課 △継続 H27～H31

図書管理システム管理事業

◇図書管理システムを設置し、町の3図書室
（ハートフルプラザ・はしかみ、石鉢ふれあい
交流館、道仏公民館）の図書データを管理。
◆Webによる図書検索機能を追加。

教育課 ◎拡充 H27～H31 4

1 / 43 ページ


